
政策の基本方向

基本政策Ⅳ

２

１ 環境に配慮し循環型のしくみをつくる

３

生活環境を守る

緑豊かな環境をつくりだす

P305

P327

P343

   持続型社会を実現し、人々の暮らしを確

かなものにしていくための地球環境配慮の

考え方を基本的な価値観としながら、快適

な市民生活を守るための地域の環境対策に

取り組むとともに、廃棄物の抑制やリサイ

クルなど、循環型社会の構築をめざした責

任ある行動を推進します。

　また、生活にうるおいとやすらぎをもた

らす市民共有の貴重な財産である緑を、次

世代に継承していくために、適切な保全と

育成を図るほか、市民が憩い、親しむこと

のできる緑環境を協働の取組によりつくり

だしていきます。

環境を守り自然と調和したまちづくり
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 持続可能な社会の形成に向けて、市民・事業者・行政が共に地球環境に配慮した責

任ある行動の主体として、地域レベルから地球温暖化防止に取り組むほか、廃棄物の

発生・排出抑制やリサイクルの推進などにより、循環型のしくみづくりを進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 
                        資源物の分別収集の推進 

 

 

  
 
 
  
 
  

Ⅳ－１ 環境に配慮し循環型のしくみをつくる 

《基本施策》 

《政策の基本方向》 

《施策課題》 

環境影響評価の取組 

環境技術を活かした国際貢献 

計画的・科学的環境施策の推進 

環境教育・環境学習の推進 

経済活動におけるリサイクルの推進 

資源物の適正処理 

環境産業のグローバル化の促進（再掲） 

花と緑のうるおいのあるまちづくりの推進
（再掲）

再生可能エネルギーの導入の推進 

地球温暖化防止対策の推進 

ごみをつくらない社会の実現に
向けた取組の推進 

環境配慮型社会の形成に向けた取組 

環境に配慮し循環型のしくみをつくる

地球環境配慮の推進 

新エネルギー分野の事業創出・育成（再掲）

環境に配慮した交通手段の利用促進

公共工事におけるリサイクルの推進 

市民・事業者の排出抑制とリサイクル活動
の支援

市の率先した環境配慮の取組の推進 
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【基本施策 Ⅳ－1－(1)】地球温暖化防止対策の推進 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

●世界的な課題となっている地球温暖化の問題

を解決していくには、地球全体で考え、地域

でできることから対応を進めていくことが

求められています。 

●地球全体という視点については、本市では、

優れた環境技術や省エネルギー技術を有する

世界的な企業が事業活動を行っていることか

ら、こうした特徴・強みを活かしながら、地

球全体での温室効果ガスの削減に貢献してい

く必要があります。 

●あわせて、温室効果ガスは、あらゆる主体か

ら排出されるものであることから、多様な主

体の協働により、地域での取組を進めていく

必要があります。 

●生物多様性の保全の推進に向け、2011年か

ら20年までを「生物多様性の10年」と位

置づけた国連決議に基づき、国際的な取組が

進められる中で、本市の特徴を踏まえた取組

を進めていくことが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本市調べ） 

 
 
 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●地球規模での地球温暖化対策に貢献してい

くため、地球温暖化対策推進計画（CCかわ

さき推進プラン）に基づき、市域内での温室

効果ガスを削減していくとともに、本市に蓄

積された環境技術を活用し、地球全体での温

室効果ガスの削減に貢献することで、1990

年度比で市域における 25％以上に相当する

温室効果ガスの削減をめざします。 

●特に、本市の特徴・強みである環境技術を活

用した地球温暖化対策の推進に向けて、ライ

フサイクル全体での二酸化炭素の削減に寄

与する製品・技術・サービスを普及促進する

ため、「低CO2川崎ブランド」を認定します。 

●2010 年 4 月に施行した地球温暖化対策推

進条例に基づき、事業活動地球温暖化対策計

画書制度を的確に運用し、温室効果ガス排出

量の削減をめざします。 

●家庭部門からのCO2削減のため、CCかわさ

き”エコ暮らし“に取り組むとともに、川崎

市地球温暖化防止活動推進センターを核と

しながら、2011年１月に高津市民館に開設

した「CCかわさき交流コーナー」を活用し、

市民、事業者と協働した地球温暖化対策を進

めます。 

●生物多様性の取組を進めるため、本市の自然

特性を踏まえた「（仮称）川崎生き物プラン」

を策定します。あわせて、多様な主体の参加

による「（仮称）川崎生き物マップ」を作成

します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 地球環境配慮の推進 

【基本施策 Ⅳ－1－(1)】地球温暖化防止対策の推進 

市内の二酸化炭素排出量の部門別構成比 

     （2008 年度速報値） 

CC かわさき交流コーナーの様子 

工業プロセス部門
3.2% 転換部門

1.3%

運輸部門
4.7%

廃棄物部門
1.3%

民生業務部門
8.3%

民生家庭部門
7.4%

産業部門
73.8%

総排出量
24,641.6
千トン
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【基本施策 Ⅳ－1－(1)】地球温暖化防止対策の推進 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

地球温暖化対策事業

市民・事業者・学校・行政の各主

体の責任と協働のもと地球温暖化

対策を進めます。

協働による地球環境配慮の推進

協働による地球環境配慮を推進

するためのネットワークづくりを進

めます。

ヒートアイランド対策推進事業

ヒートアイランド現象を緩和するた

め、都市排熱の抑制に向けた関連

事業を推進します。

生物多様性推進事業

本市の特徴を踏まえ、生物多様性

の保全に向けた取組を進めます。

事業名 計画期間の取組

再生可能エネルギー推進事業（再

掲）

事業推進

総合的な交通体系調査事業（再

掲）

事業推進

地域地区等計画策定・推進事業

（再掲）

事業推進

公共交通の移動円滑化の促進

（再掲）

事業推進

建築物環境配慮推進事業 事業推進

交通需要管理推進事業（再掲） 事業推進

低公害車普及促進事業（再掲） 事業推進

●CCかわさきに基づく

取組の推進

●地球温暖化対策推

進計画（CCかわさき推

進プラン）の策定

●地球温暖化対策推

進条例の制定・同条例

に基づく計画書制度等

の運用

●「低CO2川崎パイ

ロットブランド」の選定

及び普及の推進

●中小規模事業者向

け省エネ診断・エコ化

支援事業の実施

●CCかわさきに基づく

取組の推進

●地球温暖化対策推

進計画（CCかわさき推

進プラン）に基づく取組

の推進

●地球温暖化対策推

進条例に基づく計画書

制度等の運用

●低炭素都市づくり方

針の検討

●「低CO2川崎パイ

ロットブランド」の選定

及び普及の推進

●中小規模事業者向

け省エネ診断・エコ化

支援事業の実施

●「ヒートアイランド対

策推進計画」策定

●ヒートアイランド技術

の調査・効果検証

●啓発活動の実施

事業概要

●生物多様性関連調

査の実施

●COP10を契機とした

市民向け普及啓発の

ためのフォーラムの実

施

●「（仮称）川崎生き物

プラン」の検討

●「（仮称）川崎生き物

マップ」の検討

●生物多様性に係る

普及啓発の実施

事業者の自主的取組の促進や、環境ロードプライシング等の交通需要管理により、環境基準の

達成に向けて取り組みます。

事業名 現状
事業内容・目標

●地球温暖化対策推

進条例に基づく計画書

制度等の運用・見直し

の検討

●「低CO2川崎ブラン

ド」の認定及び普及の

推進

●中小規模事業者向

け省エネ診断の実施

●中小規模事業者に

おける効果的な省エネ

支援策の検討

●川崎市地球温暖化

防止活動推進センター

を核とした協働の取組

の推進

●川崎市地球温暖化

防止活動推進員の委

嘱、推進員による温暖

化防止活動の促進

●CCかわさき交流

コーナーでの普及啓発

活動の実施

●CC川崎エコ会議を

通じたネットワーク形成

や情報発信の推進

●かわさき地球温暖化

対策推進協議会の運

営

●川崎市地球温暖化

防止活動推進センター

の指定

●川崎市地球温暖化

防止活動推進員の委

嘱の準備

●CCかわさき交流

コーナーの開設

●CC川崎エコ会議の

設置及び運営

事業推進

●地球温暖化対策推

進実施計画の改定に

向けた検討

●低炭素都市づくり方

針の策定

事業推進

建築物環境配慮制度（CASBEE川崎)を運用し、地球環境にやさしい建築物の普及促進を図りま

す。

川崎市がめざすべき総合都市交通体系構築に向け、「総合都市交通計画」を策定します。

自動車起源の大気汚染物質の削減に向け、電気自動車の購入に対する助成制度などにより、

低公害車の普及促進に取り組みます。

太陽光などの再生可能エネルギーの導入を促進します。

事業推進●地球温暖化対策推

進計画（CCかわさき推

進プラン）に基づく取組

の推進

●打ち水等の啓発活

動の実施

事業推進●「（仮称）川崎生き物

プラン」の策定

●「（仮称）川崎生き物

マップ」の運用

●「（仮称）川崎生き物

マップ」に係るシステム

の試行

市民の意見や関係権利者の合意を踏まえながら、地区計画や防火地域の指定など、地域地区

等の決定・変更等を行います。また、環境配慮のまちづくり誘導制度等の調査・検討を行いま

す。

利用しやすい交通環境整備の一環として、拠点駅のバスターミナルを中心にバスロケーション

システム導入補助を行い、公共交通機関の利便性の向上などの取組を促進します。
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【基本施策 Ⅳ－1－(1)】地球温暖化防止対策の推進 

事業名 計画期間の取組

ディーゼル車対策事業（再掲） 事業推進

緑地保全事業（再掲） 事業推進

緑化推進重点地区整備事業（再

掲）

事業推進

市民との協働による緑化推進事

業（再掲）

事業推進

緑化啓発事業（再掲） 事業推進

市民緑化運動の推進（再掲） 事業推進

先端産業等立地促進事業（再掲） 事業推進

環境調和型産業振興事業（再掲） 事業推進

環境調和型まちづくり（エコタウン）

推進事業（再掲）

事業推進

国際環境産業推進事業（再掲） 事業推進

新エネルギー産業創出事業（再

掲）

事業推進

川崎臨海部エココンビナートの推

進事業（再掲）

事業推進

川崎臨海部等アメニティ推進事業

（再掲）

事業推進

事業概要

関係団体と連携して新エネルギー産業の創出・育成を促進します。

屋上・壁面緑化への助成制度の運用や、緑の活動団体に対する支援により、緑の確保と同時に

市民の緑化推進に向けた啓発を行います。

川崎臨海部のアメニティ向上を推進するとともに、市内大規模工場における効果的な緑地整備

を推進し、市民に親しまれる空間の実現と操業環境の向上を図ります。

企業の誘致を推進し、市内先端産業の創出と集積を図ります。

川崎臨海部リエゾン推進協議会やＮＰＯ法人産業・環境創造リエゾンセンターと連携して、臨海

部における資源エネルギーの有効活用などを推進します。

財団法人川崎市公園緑地協会と連携しながら、緑に関わる人材育成を図るとともに、緑の活動

団体等の交流及び活性化を進めます。

「緑のミリオン・ムーブメント」をスローガンに、市民100万本植樹運動によるさまざまな緑化施策

を推進していきます。

多摩丘陵に残された樹林地等の保全施策を積極的に進めます。

自動車からの窒素酸化物等の削減に向け、低公害車などへの代替を進める事業者支援や運行

規制による車両の監視等を行います。

「川崎国際環境技術展」を開催し、新たな環境関連ビジネスの創出やビジネスマッチングを行

い、市内環境関連企業の国際的事業展開を図ります。

フォーラムなどを通じて環境関連技術の情報交流、研究、製品開発、販路拡大を支援し、環境

調和型産業の振興を図ります。

環境調和型まちづくりを推進するために、川崎ゼロ・エミッション工業団地等における資源循環

等の取組を支援します。

市民・事業者との協働により策定した緑化推進重点地区計画に基づいた緑化を行い、花と緑を

基調とした魅力あるまちづくりを推進します。
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【基本施策 Ⅳ－1－(1)】地球温暖化防止対策の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●市役所は、市内における業務部門で最大の温

室効果ガスの排出者であり、市民や事業者に

率先して、省エネルギーなどの地球温暖化対

策に取り組んでいく必要があります。 

●特に、市の公共施設については、多くの人々

が集い、市の環境配慮の取組のアピール度が

高く、市民の省エネルギーへの関心の喚起な

ど、効果的な普及啓発が期待できることから、

積極的に地球温暖化対策の取組を推進してい

く必要があります。 

●このため、普及啓発効果の高い太陽光発電な

どの再生可能エネルギーの導入とあわせ、エ

ネルギー効率の高い機器の導入や断熱性の向

上などにより、庁舎からの温室効果ガスの削

減などを着実に進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（本市調べ） 
 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●地球温暖化対策推進計画（CC かわさき推進

プラン）に基づき、市役所から排出される温

室効果ガス排出量の削減に向けた取組を進

めます。 

●啓発効果の高い公共施設への再生可能エネル

ギーの導入を進めるとともに、（仮称）産学公

民連携研究センターや上作延小学校、百合丘

小学校などについて、モデル的にエネルギー

効率の高い施設の整備を行います。あわせて、

公共施設における省エネルギー設備等の導入

のあり方について検討を進め、「（仮称）環境

配慮型施設等設計指針」を策定します。 

●プラスチック製容器包装の分別収集を推進し、

市役所から排出される温室効果ガスの

43.8%を占める廃棄物の焼却に起因する二

酸化炭素排出量の削減を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 市の率先した環境配慮の取組の推進 

市役所における要因別温室効果ガス排出量 

（2009 年度） 

庁舎に導入されている LED 照明 

（第３庁舎エレベーターホール） 

 

笑気ガス
0.0%

自動車・船
舶の走行
5.1%

市立学校等
5.7%

事務所等
24.3%

下水処理
21.0%

廃棄物焼却
43.8%

排出量
３７６千トン
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【基本施策 Ⅳ－1－(1)】地球温暖化防止対策の推進 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

エコオフィス推進事業

市民や民間事業者に率先して、庁

内の省エネやリサイクルなど環境

配慮の取組を推進します。

事業名 計画期間の取組

殿町３丁目地区中核施設等整備

事業(再掲）

事業推進

再生可能エネルギー推進事業（再

掲）

事業推進

学校教育施設の改築・大規模改

修事業（再掲）

事業推進

既存学校施設再生整備事業（再

掲）

事業推進

水道施設整備事業（再掲） 事業推進

水処理センター・ポンプ場施設の

整備・再構築事業（再掲）

事業推進

上下水道事業の環境施策推進事

務（再掲）

事業推進

バリアフリーや環境に配慮した市

バス車両の整備（再掲）

事業推進

分別収集事業（再掲） 事業推進

廃棄物鉄道輸送事業（再掲） 事業推進廃棄物の効率的な処理のため、環境に優しい鉄道を用いて北部の廃棄物を南部に輸送しま

す。

市バス車両を人と環境にやさしい車両に更新・導入します。

●「(仮称)環境配慮型

施設等設計指針」の策

定

●「（仮称）環境配慮型

施設等設計指針」に基

づく省エネルギーの取

組の推進

●地球温暖化対策推

進計画（CCかわさき推

進プラン）の策定

●川崎駅東口など、公

共公益施設における省

エネルギー機器等の

率先導入の実施

●環境配慮契約推進

方針の策定

●グリーン購入推進方

針に基づく取組の推進

●公用車における電気

自動車の導入

●地球温暖化対策推

進計画（CCかわさき推

進プラン）に基づく市の

率先取組の推進

●「(仮称)環境配慮型

施設等設計指針」の検

討

●エネルギー効率の

高い機器の導入や断

熱性能の向上による

公共公益施設における

省エネルギーの取組

のモデル実施

●環境に配慮した電力

入札の実施など、環境

配慮契約推進方針に

基づく取組の推進

●グリーン購入推進方

針に基づく取組の推進

●公用車における電気

自動車の導入

空き缶・空き瓶・ペットボトル・ミックスペーパー等の分別収集を行うほか、プラスチック製容器包

装の分別収集を拡大し、一層の資源化を推進するとともに、効率的な収集体制を整備します。

（仮称）産学公民連携研究センターに太陽光、太陽熱、地中熱の再生可能エネルギーや省エネ

設備を導入するなど、環境配慮に取り組むとともに、導入した環境技術の展示を行います。

衛生的で快適な生活環境を持続し良好な水辺環境を創出するために水処理センター・スラッジ

センター・ポンプ場の高度処理・地震対策・設備更新等を推進します。

事業内容・目標
事業名 現状

「CCかわさき」に基づく市の取組との整合を図りながら、二酸化炭素削減などの観点から施設の

更新を行い、環境に配慮した事業運営を進めます。

太陽光などの再生可能エネルギーの導入を促進します。

上作延小学校や百合丘小学校などにおいて、断熱性の向上など、環境配慮の取組を進めま

す。

事業推進

事業概要

安全安定給水の確保のため、給水能力の見直しに伴う施設整備と老朽施設や配水管の更新を

計画的に実施します。

モデル校（２校)に対し、既存学校施設の改修等の再生整備手法により、長寿命化や地球温暖

化対策をはじめとする環境対策を実施します。
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【基本施策 Ⅳ－1－(1)】地球温暖化防止対策の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●二酸化炭素をほとんど排出しない再生可能エ

ネルギーの導入は、地球温暖化対策を推進し

ていく上で重要な手段であり、更なる拡大が

求められています。 

●再生可能エネルギーについては、次世代を担

う産業分野としての期待も高く、新産業を創

出していく観点からも、市内の事業者等と連

携しながら、具体的な取組を進めていく必要

があります。

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●臨海部において、日本最大級の大規模太陽光

発電所の整備を推進するとともに、隣接地に

「（仮称）かわさきエコ暮らし未来館」（愛称：

ＣＣかわさき館）を開設し、再生可能エネル

ギーの利用をはじめとする地球温暖化対策に

関する普及啓発に取り組みます。あわせて、

CC かわさきエネルギーパーク構想を推進し、

本市域内に立地しているエネルギー関連施設

をネットワーク化し、日本を代表する環境先

進都市として国内外に積極的に発信していき

ます。 

●次世代エネルギー技術の活用に向け、エネル

ギー利用の効率化をめざしたスマートシティ

モデル事業を推進します。 

●住宅用太陽光発電への助成を引き続き実施し、

一般家庭への再生可能エネルギーの導入を促

進します。また、太陽熱温水器など、他の太

陽エネルギー利用機器の導入に向けた取組を

進めます。 

●啓発効果の高い公共施設への再生可能エネル

ギー利用設備の導入を進めます。 

●グリーン電力証書による庁舎の電力のグリー

ン化とともに、需要の喚起による再生可能エ

ネルギーの普及を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

再生可能エネルギー推進事業

太陽光などの再生可能エネル

ギーの導入を促進します。

事業名 計画期間の取組

エコオフィス推進事業（再掲） 事業推進

●川崎大規模太陽光

発電所の整備

●「(仮称）かわさきエコ

暮らし未来館」（愛称：

ＣＣかわさき館）の整備

●CCかわさきエネル

ギーパークの構想の

検討

●スマートシティモデ

ル事業の調査

●家庭用太陽光発電

設備補助の実施

●公共施設における再

生可能エネルギー利

用設備の導入

●川崎大規模太陽光

発電所の竣工

●「(仮称）かわさきエコ

暮らし未来館」（愛称：

ＣＣかわさき館）の開

設・運営

●CCかわさきエネル

ギーパークの構想の

推進

●スマートシティモデ

ル事業の推進

●家庭用太陽光発電

設備の補助の拡充

●太陽熱など、他の再

生可能エネルギーの

普及に向けた取組の

検討

●公共施設における再

生可能エネルギー利

用設備の導入

事業名 現状
事業内容・目標

市民や民間事業者に率先して、庁内の省エネやリサイクルなど環境配慮の取組を推進します。

事業概要

事業推進

●「(仮称）かわさきエコ

暮らし未来館」（愛称：

ＣＣかわさき館）の運営

●家庭用太陽光発電

設備の補助の実施

●太陽熱など、他の再

生可能エネルギーの

普及に向けた取組の

推進

 

③ 再生可能エネルギーの導入の推進 

浮島大規模太陽光発電所 

（メガソーラー） 
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【基本施策 Ⅳ－1－(1)】地球温暖化防止対策の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●メガソーラー発電や大型リチウムイオン電池

の研究・量産施設等の立地やスチームネット

事業の稼動開始など、本市における民間事業

者等の取組を加速させ、新エネルギーの導入

促進に向けて、新エネルギー分野の事業創

出・育成が求められています。 

●太陽光発電設備等の導入にあたっては、事業

者による啓発活動やネットワークの活用によ

る普及促進が有効であることから、事業者と

連携した取組を行うことが必要です。 

●川崎臨海部は、国際化の進展に伴う産業構造

の転換により、立地企業が研究開発機能と生

産機能とをあわせ持つ拠点として整備を進め

ているほか、新エネルギー分野等の新たな事

業が展開するなど、大きな変貌を遂げつつあ

ります。こうした動きを加速させ、臨海部を

資源エネルギー循環型コンビナート（エココ

ンビナート）として再生していくことが求め

られています。 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●展示会やフォーラムなどを通じて新エネルギ

ー分野での情報交流、製品開発、販路拡大等

を支援し、また事業者間のネットワーク化を

促進することで、新エネルギー産業の振興を

図ります。 

●新エネルギー関係事業者からなる組織による

普及啓発事業などの協働事業を実施し、市内

事業者の製品普及を促します。 

●臨海部の立地企業で構成されるＮＰＯ法人産

業・環境創造リエゾンセンターの研究活動等

と連携し、新エネルギー産業の創出につなが

る資源循環・未利用エネルギーの有効利用等

に向けた取組を支援します。

 

■具体的な事業と事業内容・目標 ⇒ Ⅴ－２－（３）－②〔P400〕 

 

④ 新エネルギー分野の事業創出・育成（再掲） 
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【基本施策 Ⅳ－1－(1)】地球温暖化防止対策の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●市街化の進行する本市では、緑が実感できる

まちづくりのために都市緑化の推進が必要と

なります。そのために、民有地の緑化が大切

な取組となることから、個人邸や共同住宅な

ど市民の生活環境である地域ぐるみの緑化運

動や事業所等の緑化などを市民、事業者、行

政の協働により進めていく必要があります。 

●魅力と活力ある臨海部を形成するため、事業

者と連携しながら、緑の環境改善、景観向上

が求められています。 

●新たな緑化推進重点地区の整備においては、

行政が自ら面的な緑化に努め、重点地区候補

地については、市民・事業者との協働により、

新たな緑化推進重点地区計画を策定すること

が必要です。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●屋上・壁面緑化などによる公共施設緑化の推

進、事業所緑化の促進、民有地に対する緑化

助成制度による支援などの緑化誘導のほか、

緑地協定や地域緑化推進地区認定などの、法

や条例に基づく緑化制度を活用し、豊かなま

ちづくりに取り組みます。 

●市民 100 万本植樹運動による「緑のミリオ

ン・ムーブメント」をスローガンにさまざま

な緑化施策を推進していきます。 

●建築物の敷地内において緑化が必要な区域に

ついて、都市緑地法に基づく緑化地域制度な

どの導入の検討を進め、緑豊かな街なみ形成

をめざします。 

●臨海部の緑化推進計画（地区別）を策定し、

総合的な緑の環境整備に取り組みます。 

●新たな緑化推進重点地区において、行政によ

るリーディング事業を実施するとともに、重

点地区計画策定候補地においては、区役所等

関連部局との連携のもと、市民・事業者との

協働により計画を策定します。 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 ⇒ Ⅳ－３－（３）－①〔P356〕 

 

⑤ 花と緑のうるおいのあるまちづくりの推進（再掲） 
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【基本施策 Ⅳ－1－(1)】地球温暖化防止対策の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●本市には、京浜工業地帯の中核として日本の

産業を支えるとともに、環境問題に取り組ん

できた経過から、高度な加工技術や環境関連

技術を有する企業が多数立地しています。地

球環境問題が深刻化する中、こうした本市の

特徴、強みを活かして、持続可能な循環型社

会の構築に向け、本市発の環境調和型産業を

振興していくことが求められています。 

●本市のこれまでの海外都市との交流の実績も

活かし、本市に蓄積する優れた環境技術や製

品を広く国内外に情報発信し、国際的なビジ

ネスマッチングの機会を提供することにより、

海外への環境技術の移転を促進することが必

要です。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●「環境産業フォーラム」等の開催を通じて、

情報交換・情報発信を進め、事業者間のネッ

トワーク化や環境事業クラスターの形成を促

進するとともに、補助制度や専門家派遣制度

等の支援メニューを活用し、製品開発、販路

拡大等を図ります。 

●市内環境関連企業の海外展開をサポートする

ため、専門のコーディネータの配置など支援

体制を充実し、コーディネート機能を強化し

ます。 

●国際的なビジネスマッチングの場としての

「川崎国際環境技術展」を開催し、環境技術

を情報発信するとともに、海外への環境技術

の移転の取組を強化し、国際貢献と市内産業

の活性化を図ります。

 

■具体的な事業と事業内容・目標 ⇒ Ⅴ－２－（２）－③〔P396〕 

 

⑥ 環境産業のグローバル化の促進（再掲） 
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【基本施策 Ⅳ－1－(1)】地球温暖化防止対策の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●自動車からの温室効果ガスの排出量削減に向

け、低公害車やエコドライブの取組の普及促

進が求められています。 

●自家用車の使用を控え、公共交通機関への利

用を促進するため、その利便性を向上させる

一環として、ノンステップバスの導入など、

市バスの輸送サービスの向上を図る必要があ

ります。 

●低公害バスの導入によるバス車両の燃費性能

の改善が課題となっています。 

 

 

 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●天然ガス自動車・ハイブリッド車をはじめと

する九都県市指定低公害車等の普及を図ると

ともに、環境ロードプライシングの拡充方策

の検討を進めます。 

●エコ運搬制度の運用等によるエコドライブの

促進を図るとともに、交通環境配慮行動メニ

ューの普及を進め、燃料使用量の削減による

二酸化炭素排出量の削減を促進します。 

●地球温暖化対策への取組に貢献するため、市

バスに「環境にやさしい」低公害バスを導入

します。 

 

 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

低公害車普及促進事業（再掲）

自動車起源の大気汚染物質の削

減に向け、電気自動車の購入に対

する助成制度などにより、低公害

車の普及促進に取り組みます。

事業名 計画期間の取組

交通需要管理推進事業（再掲） 事業推進

バリアフリーや環境に配慮した市

バス車両の整備（再掲）

事業推進市バス車両を人と環境にやさしい車両に更新・導入します。

事業者の自主的取組の促進や、環境ロードプライシング等の交通需要管理により、環境基準の

達成に向けて取り組みます。

事業名 現状
事業内容・目標

●電気自動車導入助

成の実施

●倍速充電スタンド導

入助成の実施

●エコ運搬制度の運

用

●エコドライブの普及

促進

事業推進●電気自動車導入助

成制度の創設・実施

●倍速充電スタンド導

入助成制度の創設・実

施

●エコ運搬制度の創

設・運用

●エコドライブの普及

促進

事業概要

 
 

⑦ 環境に配慮した交通手段の利用促進 
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【基本施策 Ⅳ－1－(2)】ごみをつくらない社会の実現に向けた取組の推進 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

●低炭素社会及び循環型社会の構築等の観

点から、3R（リデュース（発生・排出抑

制）・リユース（再使用）・リサイクル（再

生利用））を進め、焼却対象ごみを極力減

量していく必要があります。 

●分別収集を実施しているミックスペーパ

ーなどについて、収集量が増加し、資源化

が進むよう、普及広報に取り組んでいく必

要があります。 

●生ごみについては、家庭から排出されるご

みの重量の約 30％を占めることから、そ

の減量化・資源化を進めていくことが重要

です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■計画期間(2011～201３年度)の取組 

●資源化量の増加に向け、ミックスペーパーの

分別収集の全市実施やプラスチック製容器

包装分別収集の南部３区実施に係るフォロ

ーアップ広報に取り組みます。あわせて、ミ

ックスペーパーの分別収集の対象とならな

い、新聞、雑誌、ダンボールなどの資源化を

進めるため、資源集団回収の充実に向けた取

組を進めます。 

●小学校から排出される生ごみを飼料化・肥料

化するモデル事業を実施するとともに、生ご

みの減量化に向けた活動を行う市民団体を

対象に助成を実施するなど、生ごみのリサイ

クルに向けた取組を進めます。 

●ごみの一層の減量化に向け、経済的手法等の

活用に向けた検討を進めます。 

●多量排出事業者への立ち入りなど、排出事業

者に対する指導を実施し、事業系ごみの減量

化に向けた取組を進めます。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

普及広報活動事業

ごみの減量やリサイクルを推進す

るため、各種普及広報及び環境

教育・学習を通じた啓発を行いま

す。

資源集団回収推進事業

市民及び回収業者による資源集

団回収を支援し、ごみの減量及び

資源化率の向上を図ります。

●プラスチック製容器

包装の分別収集全市

実施に向けた広報の

実施

●プラスチック製容器

包装の分別収集全市

実施に係るフォロー

アップ広報の実施

事業推進●資源集団回収の充

実に向けた取組の推

進

●ごみの分け方・出し

方リーフレットの全戸

配布

●出前ごみスクール、

ふれあい出張講座の

開催

●ミックスペーパー分

別収集の全市実施に

向けた広報の実施

●プラスチック製容器

包装の分別収集南部

３区実施に向けた広報

の実施

●資源集団回収の実

施

事業内容・目標
事業名 現状

●ごみの分け方・出し

方リーフレットの全戸

配布

●出前ごみスクール、

ふれあい出張講座の

開催

●ミックスペーパー分

別収集の全市実施に

係るフォローアップ広

報の実施

●プラスチック製容器

包装の分別収集先行

実施地域でのフォロー

アップ広報の実施

事業推進

① 市民・事業者の排出抑制とリサイクル活動の支援 

【基本施策 Ⅳ－1－(2)】ごみをつくらない社会の実現に向けた取組の推進 

市民ごみ排出実態調査（2008 年度） 

（本市調べ） 

プラス
チック類
13.8%

金属類
6.7%

その他
5.8%繊維類

2.3%
ガラス類
4.8%

紙類
36.8%

厨芥類
29.8%

※湿重量比率 

316



【基本施策 Ⅳ－1－(2)】ごみをつくらない社会の実現に向けた取組の推進 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

生ごみ等リサイクル推進事業

一般廃棄物中で大きな割合を占

める生ごみの減量化・資源化を推

進します。

生ごみコンポスト容器・生ごみ処

理機助成事業

家庭などから発生する生ごみの減

量化・資源化に向け、普及啓発及

び生ごみ処理機等の購入助成を

行います。

廃棄物企画調整事務

循環型社会の構築と低炭素社会

の実現に向けた廃棄物処理事業

を推進するため、諸施策の企画立

案・調査研究等を行います。

事業系ごみ減量化推進事業

事業系一般廃棄物の減量化・リサ

イクル等の推進に向けて、排出事

業者に対し指導・立入調査を実施

します。

事業名 計画期間の取組

廃棄物減量指導員活動事業 事業推進

橘リサイクルコミュニティセンター

等運営事業

事業推進

余熱利用市民施設運営事業 事業推進

一般廃棄物処理業許可事務 事業推進

産業廃棄物指導事業（再掲） 事業推進

●多量排出事業者へ

の立ち入りなど、排出

事業者に対する指導

の実施

●リサイクルエコショッ

プの加入促進

●生ごみ処理機等助

成の実施

●生ごみリサイクルの

普及啓発

　①リサイクル講習会

　の開催

　②リサイクルハンド

　ブックの改定・配布

事業名 現状

産業廃棄物処理指導計画に基づき、産業廃棄物の３Rと適正処理の推進及び環境負荷の低減

に向け、排出事業者等に指導を行います。

許可申請等に対して速やかに手続きを行うとともに、許可業者への指導、立入等を行います。

市民のリサイクル活動の拠点の提供と学習会等の実施により、ごみ減量・リサイクルの意識啓

発を推進するとともに、指定管理者制度を活用した、効果的・効率的な施設運営を行います。

ごみ焼却の余熱の有効利用と、指定管理者制度を活用した、効果的・効率的な施設運営を行い

ます。

地域におけるごみ減量・リサイクルの推進に向けて、廃棄物減量指導員活動の活性化を進めま

す。

●生ごみ処理機等助

成の実施

●生ごみリサイクルの

普及啓発

　①リサイクル講習会

　の開催

　②リサイクルハンド

　ブックの配布

事業概要

●生ごみリサイクルプ

ランに基づく取組の推

進

●生ごみリサイクル推

進モデル事業の実施

　①学校給食残さの堆

　肥化・飼料化の実施

●生ごみリサイクル活

動を行う市民団体への

助成制度の創設・実施

●生ごみリサイクル

リーダー活動の支援の

実施

●一般廃棄物処理基

本計画行動計画の改

定

●生ごみリサイクルプ

ランに基づく取組の推

進

●生ごみリサイクル推

進モデル事業の実施

　①学校給食残さの堆

　肥化・飼料化の拡充

●生ごみリサイクル活

動を行う市民団体への

助成の実施

●生ごみリサイクル

リーダー活動の支援の

実施

●大学と連携した地域

循環事業の実施に向

けた検討

事業推進

●一般廃棄物処理基

本計画に基づく取組の

推進

●経済的手法等の活

用に向けた検討

事業推進

●多量排出事業者へ

の立ち入りなど、排出

事業者に対する指導

の実施

●リサイクルエコショッ

プの加入促進

●事業系ごみ施設搬

入手数料の見直しに

向けた検討

●一般廃棄物処理基

本計画に基づく取組の

推進

●経済的手法等の活

用に向けた検討

事業推進

事業推進

事業内容・目標
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【基本施策 Ⅳ－1－(2)】ごみをつくらない社会の実現に向けた取組の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●本市の資源物を含めたごみ排出量は、人口増

加が続く中にあってもほぼ横ばいに推移し

ており、事業者処理責任の強化等のこれまで

の取組による一定の効果が認められますが、

依然として高い水準にあり、また分別収集に

よる資源化量も伸び悩んでいます。 

●循環型社会の構築に向け、市民・事業者・行

政の協働のもと、3R（リデュース（発生・排

出抑制）・リユース（再使用）・リサイクル（再

生利用））を推進するとともに、分別収集を拡

充し、資源化を一層進めることが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●2013 年度にプラスチック製容器包装の分

別収集を全市で実施します。 

 

 

 

 

●2011年度から北部地域、2012年度から南

部地域の空き瓶収集について民間委託化を

進めるとともに、一層効率的な収集体制の構

築をめざし、他の資源物の民間委託化につい

ても検討を行います。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

分別収集事業

空き缶・空き瓶・ペットボトル・ミック

スペーパー等の分別収集を行うほ

か、プラスチック製容器包装の分

別収集を拡大し、一層の資源化を

推進するとともに、効率的な収集

体制を整備します。

●プラスチック製容器

包装の分別収集の全

市実施

事業推進

●全市の空き瓶収集

業務の委託化

事業名 現状
事業内容・目標

●空き缶・空き瓶・ペッ

トボトル・小物金属・ミッ

クスペーパー・使用済

み乾電池の分別収集

の実施

●プラスチック製容器

包装分別収集の南部

３区（川崎区、幸区、中

原区）実施

●空き缶・空き瓶・ペッ

トボトル・小物金属・ミッ

クスペーパー・使用済

み乾電池の分別収集

の実施

●プラスチック製容器

包装分別収集の南部

３区（川崎区、幸区、中

原区）実施

●北部地域の空き瓶

収集業務の委託化

 

② 資源物の分別収集の推進 

（本市調べ） 

ごみの排出量に占める焼却量と資源化量の割合

30
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排

出
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（万人）

人

口

焼却量 資源化量 人　　口

ごみの排出量に占める焼却量と資源化量の割合 
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【基本施策 Ⅳ－1－(2)】ごみをつくらない社会の実現に向けた取組の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●分別排出され、収集された資源物については、

資源化処理施設等に搬入し、適正かつ安定的

な処理を行い、確実な資源化を図る必要があ

ります。あわせて、効率的・効果的な処理体

制の構築を進める必要があります。 

 

 

 

 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●分別収集した空き缶・空き瓶・ペットボトル・

ミックスペーパー・プラスチック製容器包装

等について適正な資源化を図ります。 

●2008 年度から開始している廃蛍光管の拠

点回収を引き続き実施します。 

●北部地域の空き缶、ペットボトルの資源化に

ついては、麻生区に建設されるリサイクルパ

ークあさおの資源化処理施設の整備動向を見

据えた見直しの検討を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

資源化処理事業

分別収集された資源物の中間処

理を行い、民間の資源化ルートな

どを活用しリサイクルを推進しま

す。

北部リサイクル推進事業

主に北部地域で分別収集された

空き缶・ペットボトルのリサイクルを

行います。

事業推進

●空き缶・空き瓶・ペッ

トボトル・ミックスペー

パー・プラスチック製容

器包装などの資源物

の適正かつ安定的な

処理及び資源化の実

施

●廃蛍光管の拠点回

収実施

●資源物の適正かつ

安定的な処理及び資

源化の実施

●資源物の適正かつ

安定的な処理及び資

源化の実施

事業名 現状
事業内容・目標

事業推進●空き缶・空き瓶・ペッ

トボトル・ミックスペー

パー・プラスチック製容

器包装などの資源物

の適正かつ安定的な

処理及び資源化の実

施

●廃蛍光管の拠点回

収実施

   

③ 資源物の適正処理 

廃蛍光管の拠点回収の実施 
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【基本施策 Ⅳ－1－(2)】ごみをつくらない社会の実現に向けた取組の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●建設副産物（建設工事に伴い副次的に得られ

た物品）は、我が国の資源利用量の約4割を

建設資源として消費する一方で産業廃棄物全

体の最終処分量の約2割を建設廃棄物として

処分しています。 

●循環型社会の構築に向け、循環型社会形成推

進基本法や建設リサイクル法等に基づき、公

共工事におけるリサイクルの推進が必要です。 

●廃棄物などの循環資源が適正・有効に利用及

び処分されるよう、建設副産物の全量につい

て搬出先を指定することや不法投棄を防止す

るなど、リサイクル原則化の徹底が必要です。 

●本市の公共工事から発生する建設発生土につ

いて、現場内利用、工事間利用等を図り、再

生資源の有効利用を促進する必要がありま

す｡ 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●公共工事における建設副産物は、発生・排出

抑制に努めるとともに、再使用及び再資源化

を推進するなど、環境配慮の取組を進めます。  

●再使用及び再資源化による有効利用について

は、「再生資源利用〔促進〕計画書（実施書）」

入力システムを積極的に活用し、リサイクル

原則化ルールの徹底を図ります。 

 

●建設リサイクル法に基づき、建設工事のパト

ロールを実施し、不法投棄の未然防止やリサ

イクルの徹底を図ります。 

●建設発生土はできる限り現場内で再使用を図

り、現場外へ搬出する場合には、他自治体と

の連携により地方港湾の埋立用材として活用

するなど、広域利用による有効利用を図りま

す。  

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

建設リサイクル事業

建設工事から発生する建設副産

物のリサイクル率の向上を促進す

るための指導及び啓発活動を行

い、生活環境の保全を図ります。

建設発生土処理事業

公共工事から発生する建設発生

土について、地方港湾の埋立用材

として使用し、資源の有効利用を

促進します｡

事業名 現状
事業内容・目標

事業推進

●建設発生土の有効

利用の促進

●公共工事から発生

する建設発生土の有

効利用の促進

●年間搬出量　3万 

●本市から発生する

建設発生土を地方港

湾の埋立や広域利用

による有効利用の促

進

●資源の有効利用及

び廃棄物の適正処理

の推進

●「建設リサイクル推

進計画」に基づくリサイ

クルの推進

●建設リサイクル法に

基づき、建設工事のパ

トロール実施

 

④ 公共工事におけるリサイクルの推進 
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【基本施策 Ⅳ－1－(2)】ごみをつくらない社会の実現に向けた取組の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●家電リサイクル法の対象 4 品目（エアコン、

テレビ（ブラウン管、液晶、プラズマ）、冷蔵

庫・冷凍庫、洗濯機・衣類乾燥機）は、リサ

イクル料金が廃棄段階で徴収されることから

不法投棄が多い状況にあります。こうした中、

2011年7月24日に予定されるアナログテ

レビ放送の終了に伴い、テレビの不法投棄の

増加が懸念されます。 

●使用済自動車が不法投棄されることなく適正

にリサイクルされるよう、自動車リサイクル

法の適正な運用が求められます。 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●循環型社会の構築に向け整備された各種リサ

イクル関連法令に基づき、事業者に対して適

切な指導・普及啓発を行います。 

●家電リサイクル法の趣旨が徹底されるように

市民、事業者の指導及び普及啓発を行うとと

もに、市内の電気店と協働して家電の適正な

リサイクルに取り組みます。 

●自動車リサイクル法に基づき許認可等を行う

とともに、立入検査等を実施し、適正処理と

リサイクルの指導を行います。 

 

 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

家電リサイクル法関係事業

家電小売店と連携した廃家電の

引き取りや、不法投棄された廃家

電の再商品化等により、廃家電の

リサイクルを推進します。

自動車リサイクル法関係事業

関連事業者に対し許認可等を行う

とともに立入検査等を実施し、環

境負荷の低減に向け、適正な処理

と資源化の指導を行います。

事業名 計画期間の取組

建設リサイクル法業務 事業推進

事業概要

建設工事から発生する建設副産物のリサイクル率の向上を促進するための指導及び啓発活動

を行い、生活環境の保全を図ります。

●登録・許可業者に対

する立入検査の実施

●登録・許可業者に対

する立入検査の実施

●廃家電の適正なリサ

イクルの推進及び不法

投棄された家電品の

再商品化等の実施

●廃家電の適正なリサ

イクルの推進及び不法

投棄された家電品の

再商品化等の実施

事業推進

事業推進

事業名 現状
事業内容・目標

 

⑤ 経済活動におけるリサイクルの推進 
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【基本施策 Ⅳ－1－(3)】環境配慮型社会の形成に向けた取組 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

●地球規模の環境改善を図る上では、市民・事

業者・行政を問わずすべての人々が、日常の

行動や事業活動の中で各々の役割と責任のも

と適切な環境配慮を行うことが重要です。 

●そのため、市民一人ひとりに環境配慮の意識

を定着させる取組を進める必要があります。 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●環境に配慮した行動をとることができる人間

の形成をめざし、環境教育・学習の基本的な

考え方とともに、市としての環境教育・学習

の目標を示した環境教育・環境学習基本方針

に基づき取組を進めます。 

●地域の中で自発的に環境問題への取組が促進

されるよう地域環境リーダーを育成するとと

もに、環境に関する情報の発信などを通して

市民団体等の活動を促進し、各主体間の連携

の強化を図ります。 

●ごみの減量やリサイクルを推進するため、体

験型の環境教育・学習として小学生を対象と

した「出前ごみスクール」、自治会・町内会等

を対象とした「ふれあい出張講座」を実施し

ます。 

 

●研究所の研究成果を活用した環境セミナー、

オープンラボ等の体験型環境教育や教材の作

成などの事業を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域環境リーダー育成講座 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

環境教育推進事業

市民・事業者に環境配慮の考え

方・行動が定着することをめざし､

教材プログラム､人材育成､情報発

信を充実します。

事業名 計画期間の取組

普及広報活動事業（再掲） 事業推進

公害研究所環境学習事業 事業推進

環境パートナーシップかわさき事

業

事業推進

環境功労者表彰事業 事業推進環境に配慮した活動を実践する市民・事業者等に謝意を示すとともに、環境配慮の行動が全市

的に広がることを目的に表彰を行います。

事業推進

ごみの減量やリサイクルを推進するため、各種普及広報及び環境教育・学習を通じた啓発を行

います。

地域で環境保全活動に携わる市民・事業者と行政によるパートナーシップ型市民組織活動を推

進します。

事業概要

研究所の研究成果を活かした環境教育・学習を推進するとともに、市民等の環境保全活動等へ

の支援を行います。

現状
事業内容・目標

事業名

●環境教育・環境学習

基本方針に基づく取組

の推進

●人材育成事業（「地

域環境リーダー育成講

座」）の推進

●小中学校「環境副読

本」教材作成・配布事

業

●環境教育・環境学習

基本方針に基づく取組

の推進

●人材育成事業（「地

域環境リーダー育成講

座」）の推進

●小中学校「環境副読

本」教材作成・配布事

業

 

① 環境教育・環境学習の推進 

【基本施策 Ⅳ－1－(3)】環境配慮型社会の形成に向けた取組 
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【基本施策 Ⅳ－1－(3)】環境配慮型社会の形成に向けた取組 

 

 

 

■現状と課題 

●地域の環境問題を解決していくには、基礎的

な調査研究が不可欠であり、その結果を施

策・事業にフィードバックし、計画的・科学

的に環境施策を推進する必要があります。 

●国際社会の一員として地球規模の環境問題へ

の貢献が求められており、地球全体の持続可

能な発展に向けて、環境と経済の好循環をめ

ざし、環境技術による国際貢献を進めていく

必要があります。 

●川崎市内で事業活動を行っている優れた環境

技術を有する事業者等と連携しながら、研究

を進めていく必要があります。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●環境施策を計画的・科学的に推進するため、

殿町３丁目に整備する「（仮称）産学公民連携

研究センター」に、「環境総合研究所」を開設

し、公害研究所、公害監視センター、環境技

術情報センターの機能を統合します。研究所

では、国立環境研究所や大学などの外部研究

機関、優れた環境技術を有する企業等と連携

しながら、環境技術による国際貢献をはじめ、

環境に関する総合的な研究を進めます。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

環境総合研究所整備事業

殿町３丁目に環境総合研究所を

整備し、低炭素まちづくりなど都市

と産業の共生に向けた研究、環境

技術による国際貢献の推進、環境

技術情報の収集・発信、環境改善

と環境汚染の未然防止のための

監視・調査・研究、環境教育・学習

に取り組みます。

事業名 計画期間の取組

公害調査研究事業 事業推進

公害企画調整事務 事業推進

公害常時監視事業（再掲） 事業推進

●環境技術情報セン

ターの設置・運営

　①産学公民連携ネッ

　トワークを活用した

　情報収集・発信

　②産学公民連携に

　よる環境技術研究・

　開発等の推進

●環境総合研究所の

設備等の設計

事業名 現状
事業内容・目標

大気・水・化学物質等に関する環境保全・改善に向けた調査研究を行うとともに、その成果を環

境施策へ反映し、計画的・科学的な環境施策を推進します。

環境モニタリングを継続して実施するとともに、新たな環境課題に対して的確な対応を図りま

す。

事業概要

事業推進

●環境総合研究所の

開設・運営

　①低炭素まちづくり

　など都市と産業の

　共生に向けた研究

　②川崎の優れた環境

　技術による国際貢献

　の推進

　③環境技術情報の

　収集と発信

　④環境改善と環境汚

　染の未然防止のため

　の監視・調査・研究

　⑤多様な主体と連携

　した環境教育・学習

　の実施

●産学公民連携によ

る環境技術研究・開発

の推進

●環境総合研究所の

運営

●環境技術情報セン

ターの運営

　①産学公民連携ネッ

　トワークを活用した

　情報収集・発信

　②産学公民連携に

　よる環境技術研究・

　開発等の推進

●環境総合研究所整

備

法令に基づく許認可事務及び事業者指導を行うとともに、公害行政の企画・調整及び必要な条

例改正を行います。

 
 

② 計画的・科学的環境施策の推進 
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【基本施策 Ⅳ－1－(3)】環境配慮型社会の形成に向けた取組 

 

 

 

■現状と課題 

●地球温暖化をはじめとした環境問題に国境は

なく、地球規模での環境改善は喫緊の課題と

なっています。特に、近年工業化の著しいア

ジア諸国においては環境配慮への取組を促進

する必要があり、これまで川崎臨海部立地企

業が取り組んできた公害対策や、資源循環・

省エネルギーに係る環境技術移転等により、

国際貢献に取り組んでいくことが求められて

います。 

●持続可能な社会づくりに向けては、産業界に

おける持続可能な企業理念の形成と、社会的

責任に基づく事業活動の展開を促進する必要

があります。 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●環境技術を活かした製品や技術を展示し商

談の場を提供する「川崎国際環境技術展」や、

国連環境計画（UNEP）と連携したエコビジ

ネスフォーラム等を通じ、技術交流・人材育

成や、環境技術の海外移転を促します。また、

海外の自治体職員・研究者の研修・視察等の

受け入れ支援や市内立地企業の技術交流の

場を提供します。 

●UNEP連携事業については、殿町３丁目に整

備する「（仮称）産学公民連携研究センター」

に開設する「環境総合研究所」で行う取組と

も連携しながら推進し、川崎の優れた環境技

術の移転による国際貢献・産業交流に取り組

みます。 

●さまざまな主体が環境に配慮した自主的な

諸活動によって持続可能な地域社会づくり

に貢献する運動である「国連グローバル・コ

ンパクト」を引き続き支持し推進します。 

●中国瀋陽市との循環経済発展協力協定に基

づき、友好提携 30 周年を契機としながら、

環境技術の移転などに向けた取組を進めま

す。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

国連環境計画（ＵＮＥＰ）連携協調

事業

臨海部立地企業の有する環境技

術を活かし、ＵＮＥＰと連携しなが

ら川崎発の国際貢献施策を推進

します。

事業名 計画期間の取組

環境総合研究所整備事業（再掲） 事業推進

国際環境産業推進事業（再掲） 事業推進

アジア起業家誘致交流促進事業

（再掲）

事業推進

事業推進

●中国瀋陽市との循

環経済発展協力協定

に基づく取組の推進

　①環境技術移転に向

　けた取組の推進

事業名 現状
事業内容・目標

●アジア・太平洋エコ

ビジネスフォーラムの

開催

●UNEPプロジェクトへ

の協力・支援

●「国連グローバル・コ

ンパクト」、「かわさきコ

ンパクト」の推進

●中国瀋陽市との循

環経済発展協力協定

の締結・協定に基づく

取組の推進

●アジア・太平洋エコ

ビジネスフォーラムの

開催

●UNEPプロジェクトへ

の協力・支援

●「国連グローバル・コ

ンパクト」、「かわさきコ

ンパクト」の推進

●中国瀋陽市との循

環経済発展協力協定

に基づく取組の推進

　①環境技術移転に向

　けた取組の推進

　②友好提携30年を契

　機とした循環経済発

　展の推進

アジアからベンチャー企業等を誘致・育成するとともに、市内企業との人的・技術的交流を推進

することにより、市内産業の活性化を図ります。

事業概要

「川崎国際環境技術展」を開催し、新たな環境関連ビジネスの創出やビジネスマッチングを行

い、市内環境関連企業の国際的事業展開を図ります。

殿町３丁目に環境総合研究所を整備し、低炭素まちづくりなど都市と産業の共生に向けた研

究、環境技術による国際貢献の推進、環境技術情報の収集・発信、環境改善と環境汚染の未

然防止のための監視・調査・研究、環境教育・学習に取り組みます。

③ 環境技術を活かした国際貢献 
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【基本施策 Ⅳ－1－(3)】環境配慮型社会の形成に向けた取組 

 

 

 

■現状と課題 

●事業者は、大規模な開発事業等を行うにあた

り、あらかじめ事業が及ぼす周辺環境への影

響について事前に調査、予測及び評価を行い、

その結果に基づいて環境の保全について適切

な配慮を行うことが必要です。 

●環境省では、「戦略的環境アセスメント」の導

入を含めた、環境影響評価法の改正の取組が

進められており、こうした動向を踏まえた条

例内容に改正していく必要があります。 

●国・神奈川県の環境影響評価制度の改正動向

を踏まえ、制定後11年を経過した現行条例

を見直す必要があります。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●環境影響評価制度を的確に運用し、良好な地

域環境の保全及び創造を進めます。 

●環境影響評価法等の改正にあわせた条例改正

の取組を進めます。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

環境影響評価・環境調査事業

現行の環境影響評価制度を的確

に運用するとともに、環境影響評

価に関する条例の改正の取組を

進めます。

事業名 現状
事業内容・目標

事業推進●環境影響評価手続

の運用

●戦略的環境アセスメ

ントの導入の可能性の

検討

●環境影響評価手続

の運用

●環境影響評価に関

する条例の改正の取

組

●新たな環境影響評

価制度の運用開始

 
 

④ 環境影響評価の取組 
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 市民の快適な生活環境の創造に向けて、市民生活に密接に関係する大気や水、自動

車排出ガスなどの環境対策を着実に行うとともに、ダイオキシン類などの新たな課題

についても対策を推進します。さらに、資源にならないごみについては、環境への影

響をできる限り抑制する観点から適正な処理を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

Ⅳ－２ 生活環境を守る 

《基本施策》 

《政策の基本方向》 

《施策課題》 

生活環境を守る 

地域環境対策の推進 

廃棄物対策の推進 

廃棄物埋立護岸の整備（再掲） 

産業廃棄物の3Rと適正処理の推進に向けた
取組 

廃棄物処理施設の整備 

廃棄物の収集・運搬 

地域環境美化の推進 

公共用水域の水質改善 

水質・土壌・地盤環境対策の推進 

大気環境等改善対策の推進 

交通環境対策の推進 

廃棄物の適正処理・処分 

化学物質対策の総合的な推進 
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【基本施策 Ⅳ－2－(1)】地域環境対策の推進 
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■現状と課題 

●大気汚染の一因となる二酸化窒素については、

一部の測定局で環境基準を達成していない状

況にあることから、自動車から排出される二

酸化窒素を削減し、全測定局での環境基準の

達成とその維持をめざす必要があります。 

●羽田空港の国際化など、交通環境を取り巻く

変化に対応していく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●電気自動車の普及に向け、引き続き、本体及

び倍速充電スタンドへの導入助成を実施しま

す。 

●環境基準の達成に向け、川崎市内の荷主や荷

受人が主体となって、製品や貨物等の出荷、

原材料の購入、廃棄物の運搬などの際、運送

事業者や取引先事業者に対し、環境に配慮し

た運搬（エコ運搬）の実施を要請するエコ運

搬制度の運用とともに、エコドライブの普及

に向けた取組を進めます。 

●交通環境配慮行動メニューの普及など、自動

車からの窒素酸化物の排出総量を削減する取

組を進めます。 

●臨海部の交通環境の変化に対応するため、関

係機関等と連携を図り、環境ロードプライシ

ングの拡充方策などの検討を進めます。 

●あわせて、市及び関係機関・団体相互の連携

強化による取組の推進に向け、自動車公害防

止計画の見直しを行います。 

●大型のハイブリッド車などの低公害車普及に

向け、事業者等への支援を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 交通環境対策の推進 

【基本施策 Ⅳ－2－(1)】地域環境対策の推進 

市役所に導入している電気自動車 

二酸化窒素・浮遊粒子状物質の年平均値の推移 

（本市調べ） 
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【基本施策 Ⅳ－2－(1)】地域環境対策の推進 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

低公害車普及促進事業

自動車起源の大気汚染物質の削

減に向け、電気自動車の購入に対

する助成制度などにより、低公害

車の普及促進に取り組みます。

交通需要管理推進事業

事業者の自主的取組の促進や、

環境ロードプライシング等の交通

需要管理により、環境基準の達成

に向けて取り組みます。

ディーゼル車対策事業

自動車からの窒素酸化物等の削

減に向け、低公害車などへの代替

を進める事業者支援や運行規制

による車両の監視等を行います。

事業名 計画期間の取組

交通騒音・振動対策事業 事業推進

バリアフリーや環境に配慮した市

バス車両の整備（再掲）

事業推進

●交通環境配慮行動

メニューの普及拡大

●環境ロードプライシ

ングの拡充に向けた検

討

現状
事業内容・目標

事業名

●電気自動車導入助

成制度の創設・実施

●倍速充電スタンド導

入助成制度の創設・実

施

●エコ運搬制度の創

設・運用

●エコドライブの普及

促進

●電気自動車導入助

成の実施

●倍速充電スタンド導

入助成の実施

●エコ運搬制度の運

用

●エコドライブの普及

促進

事業推進

事業推進

事業推進●交通環境配慮行動

メニューの改定

●交通環境配慮行動

メニューの普及拡大

●環境ロードプライシ

ングの拡充に向けた検

討

●自動車公害防止計

画の見直しの検討

●交通環境配慮行動

メニューの普及拡大、

新たなメニューの検討

●自動車公害防止計

画の見直しの実施

●大型ハイブリッド車

などの低公害車に係る

事業者への支援の実

施

●県条例によるディー

ゼル車運行規制に基

づく監視等

市バス車両を人と環境にやさしい車両に更新・導入します。

●大型ハイブリッド車

などの低公害車や最

新規制適合車代替に

係る事業者への支援

の実施

●県条例によるディー

ゼル車運行規制に基

づく監視等

自動車、鉄道、航空機の騒音・振動の実態把握を行うとともに、測定結果の公表を行います。

事業概要
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【基本施策 Ⅳ－2－(1)】地域環境対策の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●大気汚染は改善傾向にありますが、二酸化窒

素については一部の測定局で、光化学オキシ

ダントについては市内全測定局で、いずれも

環境基準を達成していない状況であり、都市

における一層の生活環境の保全を図るため、

引き続き大気環境の改善に向けた取組を進め

ることが必要です。 

●国においては粒径2.5マイクロメートル以下

の微小粒子状物質（PM2.5）の環境基準が新

たに設定されたことを踏まえ、その実態把握

等を行い、大気環境の改善に向けた、より一

層の取組を進めることが必要です。 

●今後アスベスト建材を使用した建築物につい

て耐用年数を経過することが見込まれること

から、解体作業等が行われる場合については、

大気汚染防止法で対象となっている飛散性ア

スベストのみならず、地域生活環境を守るた

め、非飛散性アスベストを使用した建築物に

ついても適正な解体作業が行われるようにし

ていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●工場・事業場等からの大気汚染物質の排出状

況を監視し、排出量の削減に向けた指導を行

うとともに、環境性能の優れた燃焼施設等の

導入を促すなど、環境基準の達成とその維持

に向けた取組を進めます。 

●新たに環境基準が設定された PM2.5 の常時

監視体制を整備し、実態把握などの取組を進

めます。 

●光化学スモッグ注意報発令日数をゼロとする

ことをめざし、事業者の自主的な取組を支援

するとともに、他自治体との広域的な連携に

ついて検討を進めるなど、光化学オキシダン

ト対策を進めます。 

●建築物解体時の非飛散性アスベストの飛散を

防止するため、適正に解体が行われるよう、

条例に基づく制度の運用を開始します。 

 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

大気汚染防止対策事業

工場・事業場からの大気汚染物質

の排出状況等の監視や、排出量

削減に向けた指導等、環境基準の

達成に向けた取組を進めます。

公害常時監視事業

環境モニタリングを継続して実施

するとともに、新たな環境課題に

対して的確な対応を図ります。

事業名 現状
事業内容・目標

事業推進

事業推進

●大気の常時監視、

測定及び測定結果の

公表

●PM2.5の常時監視体

制の整備及び実態把

握

●大気の常時監視、

測定及び測定結果の

公表

●PM2.5の常時監視体

制の整備及び実態把

握

●工場・事業場等から

の大気汚染物質排出

量の監視及び削減に

向けた指導

●環境性能の優れた

燃焼施設等の導入促

進

●PM2.5自動測定機の

増設

●事業者の自主的な

取組支援など、光化学

オキシダント対策の実

施

●工場・事業場等から

の大気汚染物質排出

量の監視及び削減に

向けた指導

●環境性能の優れた

燃焼施設等の導入促

進

●PM2.5対策に係る情

報収集等の実施

●事業者の自主的な

取組支援や広域連携

による対策の検討な

ど、光化学オキシダン

ト対策の実施

② 大気環境等改善対策の推進 

年間光化学スモッグ注意報の
発令日数
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【基本施策 Ⅳ－2－(1)】地域環境対策の推進 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

アスベスト対策事業

建築物の解体時等のアスベストに

よる環境汚染を防止するととも

に、市民の不安解消のために情報

提供する等の対策を推進します。

事業名 計画期間の取組

公害防止資金融資事業 事業推進

悪臭防止対策事業 事業推進

騒音振動対策事業 事業推進

環境情報システム運営事業 事業推進

●非飛散性アスベスト

等に係る条例の運用

事業推進●大気汚染防止法に

基づく届出の審査及び

立ち入り検査の実施

●非飛散性アスベスト

等に係る制度の検討・

条例制定

●大気汚染防止法に

基づく届出の審査及び

立ち入り検査の実施

●非飛散性アスベスト

等に係る条例の運用

開始

事業概要

工場・事業場から提出された各種環境関連法・条例に基づく届出及び報告等の公害関連情報

のデータを一元管理し、統計処理した情報を環境行政の推進に役立てます。

中小企業者の公害防止設備等の改善支援のため、資金融資をあっせんするとともに、支払い

利子を補給します。

工場・事業場の規制・監視及び建設工事の監視・指導等を行い、静かな生活環境の保全を図り

ます。

市民の生活環境を保全するために悪臭防止対策を推進します。

事業名 現状
事業内容・目標
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【基本施策 Ⅳ－2－(1)】地域環境対策の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●化学物質による環境汚染を未然に防止し、環

境リスクを低減させるため、PRTR法（化学

物質排出把握管理促進法）の適正な運用と事

業所における化学物質の自主管理を促進する

ことが求められています。 

●すべての化学物質による健康影響等は十分に

解明されていないことから、環境汚染の未然

防止の観点から、環境リスクの低減に向けた

総合的な化学物質対策が必要です。 

●市民の健康の保護と安全な生活環境を確保す

るため、有害性が高く、物の焼却等から非意

図的に発生する物質であるダイオキシン類に

ついては、環境調査や発生源の監視・指導及

び排出量の把握等の対策を行う必要がありま

す。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●市内の PRTR 法対象事業所から排出される

PRTR法の特定第一種指定化学物質の排出量

について、2008年度基準で、2018年度ま

でに 30%削減することをめざし、PRTR 法

及び生活環境保全条例の趣旨にのっとり、事

業者による化学物質の自主管理を促進し、環

境汚染の未然防止及び環境リスクの低減を図

ります。 

●化学物質の環境実態調査、環境リスク評価を

実施します。また、それらの結果を踏まえた

事業者指導と、市民と事業者のリスクコミュ

ニケーションの支援を行うことにより、事業

者の自主管理による化学物質の適正管理を促

進します。また、環境総合研究所の開設に際

して、総合的な化学物質対策の充実を図って

いきます。 

●環境基準及び指針値のある化学物質について、

重点的に排出実態調査と抑制指導を進めます。 

●ダイオキシン類については、市内の大気、水

質、底質及び土壌の環境調査を実施するとと

もに、発生源の立入検査を引き続き行います。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

ＰＲＴＲ推進事業

PRTR法及び条例に基づき、事業

所における化学物質の自主管理

を促進し、市内における化学物質

排出量の削減をめざします。

総合的化学物質対策事業

化学物質による環境汚染の未然

防止・環境リスクの低減のため、

実態把握、リスク評価、リスクコ

ミュニケーション等を行います。

有害大気汚染物質対策事業

環境モニタリングを行うとともに工

場・事業場周辺の排出実態調査

及び指導を行い、環境汚染の未

然防止を図ります。

ダイオキシン類対策事業

ダイオキシン類関連法、条例等に

基づく環境調査、発生源監視･指

導等必要な施策を実施し、環境汚

染の未然防止を図ります。

事業名 計画期間の取組

公害調査研究事業（再掲） 事業推進

事業概要

大気・水・化学物質等に関する環境保全・改善に向けた調査研究を行うとともに、その成果を環

境施策へ反映し、計画的・科学的な環境施策を推進します。

事業名 現状
事業内容・目標

事業推進

事業推進●大気汚染防止法に

基づく大気常時監視

●大気汚染防止法に

基づく大気常時監視

●大気、水質等の調

査及び発生源の監視

●大気、水質等の調

査及び発生源の監視

事業推進

●化学物質の環境実

態調査及び環境リスク

評価等の実施

●化学物質の環境実

態調査及び環境リスク

評価等の実施

●化学物質の環境実

態調査及び環境リスク

評価等の充実

事業推進

●PRTR法に基づく届

出書の受理・送付

●市内届出排出量の

把握・集計・公表

●PRTR法に基づく届

出書の受理・送付

●市内届出排出量の

把握・集計・公表

 

③ 化学物質対策の総合的な推進 
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【基本施策 Ⅳ－2－(1)】地域環境対策の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●地下水汚染の原因の確認や対応は難しいこ

とから、土壌・地下水汚染の未然防止を図る

ことがまず重要であるとともに、すでに確認

されている汚染についてはその実態を把握

し続けるとともに、対策の適正な実施に向け

た指導が必要です。 

●河川の水質は改善が進み、環境基準について

は達成しているほか、環境目標値についても

ほぼ達成している状況となっていますが、閉

鎖性水域である東京湾の水質については全

窒素や全燐で環境基準を達成していません。 

●都市化によって地表面の人工化が進み、畑や

林などの雨水浸透域が減少すると、地下水位

の低下等につながるため、健全な水循環の確

保をめざす取組が必要です。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●改正土壌汚染対策法及び改正条例に基づき、

土地所有者等に対する指導等の土壌汚染対策

を引き続き実施します。 

●健全な水循環を確保していくため、現行の河

川水質管理計画及び地下水保全計画を統合し、

水環境の保全に向けた取組を一体的に進めま

す。 

●環境基準・環境目標の達成状況把握のための

水質調査を実施するとともに、工場・事業場

への立入調査を継続して実施します。また、

閉鎖性水域である東京湾の環境基準達成のた

め、湾岸の自治体と協同した取組を進めます。 

●地下水質調査を継続して実施するとともに、

事業者に対する地下水汚染対策の指導を行い、

健全な地下水の保全に向けた取組を推進しま

す。 

●地域住民・団体と連携し、市内に残されてい

る湧水地について、身近に豊かな環境を実感

できる場所として整備するとともに、雨水浸

透施設の整備に向けた検討を行います。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

土壌汚染対策事業

土壌汚染対策及び地下水汚染対

策を推進し、土壌・地下水の環境

基準の達成・維持をめざします。

水質汚濁防止対策事業

水環境の保全に向けて、河川・海

域等の環境基準・環境目標の達

成・維持をめざすとともに、水環境

啓発のためのイベント等を開催し

ます。

地下水保全計画事業

健全な水循環構造を保全するた

めに、湧水地の整備等の地下水

保全対策を推進します。

事業名 計画期間の取組

地盤沈下調査事業 事業推進

事業概要

精密水準測量及び観測井における水位測定等を実施するとともに、改正条例に基づく地下水揚

水に関する許認可・監視・指導を行います。

●法及び条例に基づく

土壌汚染に関する指

導・助言、市民への情

報提供

●改正条例に基づく運

用開始

●改正法に対応した

GISシステムの構築

●地下水質調査

（200地点）

●改正条例に基づく運

用開始

●GISシステムの的確

な運用

事業推進

事業内容・目標

事業推進●河川水質管理計画

の見直しの検討

●法及び条例に基づく

河川・海域における水

質調査

●法及び条例に基づく

工場・事業場への立入

調査・排水検査

●河川水質管理計画

の改定

●法及び条例に基づく

河川・海域における水

質調査

●法及び条例に基づく

工場・事業場への立入

調査・排水検査

●計画に基づく取組推

進

事業推進●地下水保全計画の

見直しの検討

●公園内の湧水地の

整備

●地下水保全計画の

改定

●公園内の湧水地の

整備

●計画に基づく取組推

進

●湧水地の追跡調査

の実施

事業名 現状

●法及び条例に基づく

土壌汚染に関する指

導・助言、市民への情

報提供

●法改正に対応した条

例の改正

●地下水質調査

（200地点）

 

④ 水質・土壌・地盤環境対策の推進 
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【基本施策 Ⅳ－2－(1)】地域環境対策の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●下水道整備の進捗に伴い、市内河川の水質は

改善が進みましたが、閉鎖性水域である東京

湾では依然として富栄養化による赤潮や青潮

の発生がみられることから、その原因となる

窒素・りんを除去できる高度処理施設の整備

を推進し、公共用水域の水質を改善すること

が課題となっています。 

●汚水と雨水を同じ管きょで排除する合流式下

水道では、雨天時に汚れた水が放流されるこ

とが水質汚濁の一因となっていることから、

合流式下水道の改善対策が課題となっていま

す。 

●市内の工場排水を含む汚水のほとんどが水処

理センターに流入していることから、その放

流水質が公共用水域へ与える影響は大きく、

水処理センターの適正な水質管理と、事業場

等の指導により、流入する有害物質等を削減

していくことが、より重要になっています。 

●施設更新を考慮した効率的かつ効果的な高度

処理計画を策定し、整備を推進する必要があ

ります。 

●高度処理の導入にあたっては、効率的に整備

を進めるために、既存施設を最大限に有効活

用する技術開発が必要です。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●東京湾流域別下水道整備総合計画に基づき、

効率的かつ効果的な高度処理導入のための計

画を策定し、実施します。 

●良好な水環境を創造するため入江崎水処理セ

ンター及び等々力水処理センターの高度処理

を推進します。 

●合流式下水道の改善を目的の一つとした大師

河原貯留管の整備を推進します。 

●下水処理工程の水質分析や、汚水を排除する

事業場等の立入調査、排除水の水質検査、監

視及び除害施設の適正管理等の指導を行いま

す。 

●窒素・りんの除去を目的とした新たな高度処

理法の技術開発を行います。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

 

⑤ 公共用水域の水質改善 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

管きょ施設の整備・再整備事業

（再掲）

管きょ施設の耐震化、汚水の未整

備区域の解消、合流式下水道の

改善や浸水地区の雨水管整備な

どを進めます。また、標準耐用年

数を経過した管きょ施設などを健

全な状態に再生することで、事故

を未然に防止し、良好な下水道

サービスを提供します。

事業名 現状

●管きょ施設（汚水・雨

水）の整備

　①汚水未整備区域

　の解消

　②浸水地区の雨水

　管整備

●地震対策（管きょ施

設の耐震化）の推進

●入江崎処理区の下

水道管きょ再整備

●大師河原貯留管の

整備

●管きょ施設（汚水・雨

水）の整備

　①汚水未整備区域

　の解消

　②浸水地区の雨水

　管整備

●地震対策（管きょ施

設の耐震化）の推進

●下水道管きょ施設の

適正な再整備

●大師河原貯留管の

整備

事業内容・目標

事業推進
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【基本施策 Ⅳ－2－(1)】地域環境対策の推進 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

水処理センター・ポンプ場施設の

整備・再構築事業（再掲）

衛生的で快適な生活環境を持続

し良好な水辺環境を創出するため

に水処理センター・スラッジセン

ター・ポンプ場の高度処理・地震

対策・設備更新等を推進します。

下水道水質管理・事業場指導業

務（再掲）

汚水を排除する事業場等への指

導により有害物質等の下水道へ

の排出量の削減を図るとともに、

適切な水処理センターの水質管

理を行い、安定的な放流水の水質

を確保します。

下水道計画業務（再掲）

安全で快適なまちづくりや持続的

発展が可能な下水道整備等を推

進するため、効率的、効果的な計

画を策定し、実施します。

下水道技術開発業務（再掲）

下水道事業を効率的かつ効果的

に推進するための課題解決に向

け、高度処理、合流改善、地球温

暖化対策、浸水対策などについて

既存施設を最大限活用した技術

開発を進めます。

事業推進●下水道技術に関す

る調査研究

　①地球温暖化対策

　技術及び省エネ

　ルギー対策技術

　②資源・エネルギー

　の有効利用技術

　③高度処理技術

　④合流式下水道

　の改善技術

　⑤新しい下水道技術

●下水道技術に関す

る調査研究

　①地球温暖化対策

　技術及び省エネ

　ルギー対策技術

　②資源・エネルギー

　の有効利用技術

　③既存施設を活用

　した高度処理技術

　④雨水対策施設

　⑤下水道における

　新技術の適用性

●下水道水質管理及

び事業場指導の実施

●有害物質等の下水

道への排出量削減の

ための指導・啓発

　①汚水を排除する事

　業場等の立入調査

　②事業場排水の水

　質検査

●既存処理施設にお

ける放流水中の窒素･

りん削減等の水質管

理に係る調査・検討

（下水処理工程の水質

分析）

事業推進

事業推進

事業推進

●高度処理事業の推

進

　①入江崎水処理セン

　ター（西系再構築Ⅱ

　期事業推進・沈砂池

　管理棟整備）

　②等々力水処理セン

　ターの基本設計

●合流式下水道の改

善の推進（大師河原貯

留管送水ポンプ棟整

備）

●高度処理事業の推

進

　

　②等々力水処理セン

　ターの実施設計

●下水道に関する基

本計画の策定・改定並

びに下水道事業の運

営

●下水道事業の効率

的かつ効果的な推進

に向けた計画の立案・

執行管理

●地震対策の推進（水

処理センター、ポンプ

場など）

●再構築の推進（渡田

ポンプ場など）

●高度処理事業の推

進

　①入江崎水処理セン

　ター（西系再構築Ⅱ

　期事業着手・沈砂池

　管理棟整備着手）

●合流式下水道の改

善の推進（大師河原貯

留管送水ポンプ棟整

備着手）

事業内容・目標

●地震対策の推進

●再構築の推進

●高度処理事業の推

進

　①入江崎水処理セン

　ター（西系再構築Ⅰ

　期事業完了）

●合流式下水道の改

善の推進（大師河原貯

留管送水ポンプ棟設

計）

事業名 現状
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【基本施策 Ⅳ－2－(2)】廃棄物対策の推進 

  

 

 

 

 

■現状と課題 

●環境美化を推進するとともにまちの美観を損

ねる行動を抑制し、本市の更なるイメージア

ップを図ることが必要です。 

●市民や市民団体、事業者等と連携し、多摩川

美化活動や市内統一美化活動等の美しいまち

づくりをめざした取組を進めていますが、一

層の環境美化への意識高揚を図るため、市民

やこれらの団体等との連携を強化し取組を継

続することが必要です。 

●不法投棄が多く発生する地域を中心とした監

視パトロールの実施や警察等と連携した厳格

な対応など、不法投棄されにくい環境づくり

を進めることが必要です。 

 

 

 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●飲料容器やたばこの吸殻の投げ捨て及び路上

喫煙の防止に向けた統一キャンペーンの実施

により、市民・歩行者のモラルの向上を図り

ます。 

●本市の表玄関であり、駅前整備が進む川崎駅

周辺の清掃を実施するとともに、散乱防止重

点区域のパトロールを行います。 

●あわせて、散乱防止重点区域の拡大等につい

て検討を進めます。 

●各美化運動実施支部に対する支援を行うとと

もに、各支部を中心として、市民、事業者、

市民団体等との協働により多摩川美化活動や

市内統一美化活動等を実施します。 

●不法投棄監視パトロール等による監視活動を

行うとともに警察との連携を図り、不法投棄

の未然防止に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

ポイ捨て禁止条例啓発事業

地域の環境美化の促進に向けた

意識啓発を図るほか、主要駅周

辺の清掃を行い、生活環境の向

上を図ります。

美化運動推進事業

市民、町内会・自治会、関係団体

等による清掃、緑化などの美化活

動を支援・推進します。

事業名 計画期間の取組

廃棄物不法処理・不法投棄対策

事業

事業推進

事業推進

事業名 現状
事業内容・目標

事業推進

●検討結果を踏まえた

散乱防止重点区域の

指定の検討

事業概要

監視カメラ等の活用及びパトロール等などにより、監視活動を行うとともに、警察等関係機関と

連携して、不法投棄防止対策を推進します。

●ポイ捨て禁止・路上

喫煙防止統一キャン

ペーンの実施

●散乱防止重点区域

のパトロール実施

●川崎駅周辺の清掃

●散乱防止重点区域

の拡大

●ポイ捨て禁止・路上

喫煙防止統一キャン

ペーンの実施

●散乱防止重点区域

のパトロール実施

●川崎駅周辺の清掃

●散乱防止重点区域

の拡大等の検討

●多摩川美化活動の

推進

●市内統一美化活動

の推進

●各地域での美化活

動の支援・推進

●多摩川美化活動の

推進

●市内統一美化活動

の推進

●各地域での美化活

動の支援・推進

 

① 地域環境美化の推進 

【基本施策 Ⅳ－2－(2)】廃棄物対策の推進 

統一キャンペーンの様子 
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【基本施策 Ⅳ－2－(2)】廃棄物対策の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●循環型社会の構築に向けた分別収集の拡充を

進めるため、安定的、効率的かつ効果的なご

みの収集体制を整備する必要があります。 

 

 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●家庭から排出された普通ごみの適正かつ効率

的な収集運搬作業を実施します。ミックスペ

ーパーの全市実施、プラスチック製容器包装

分別収集拡大による普通ごみ収集量の減少を

踏まえながら、効率的・効果的な普通ごみの

収集体制の構築に向けた検討を進めます。 

●あわせて、狭あい通路における収集など市民

サービスの向上とともに、車両事故の防止な

ど安全性の確保のために、収集車両の小型化

を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

普通ごみ収集事業

家庭から発生する普通ごみの収

集を適正かつ効率的に行います。

事業名 計画期間の取組

粗大ごみ収集運搬事業 事業推進

し尿収集事業 事業推進

浄化槽関係事業 事業推進

事業推進

事業名 現状
事業内容・目標

快適な市民生活を確保するため、家庭からのし尿収集及び駅前等公衆トイレの清掃を行うとと

もに、災害用トイレの備蓄を進めます。

適正な浄化槽の維持管理のため、浄化槽管理者に対して指導を行うとともに、浄化槽の清掃を

行います。

事業概要

●普通ごみの適正か

つ効率的な収集運搬

の実施

●普通ごみの適正か

つ効率的な収集運搬

の実施

●ミックスペーパー、プ

ラスチック製容器包装

分別収集拡大後の作

業内容の検証及び見

直しに向けた検討

●収集車両の小型車

化の推進

家庭から発生する粗大ごみの収集を適正かつ効率的に行います。

 

② 廃棄物の収集・運搬 

環境に配慮した小型収集車両 

（写真はハイブリッド車） 
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【基本施策 Ⅳ－2－(2)】廃棄物対策の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●資源とならないごみについては、公衆衛生の

向上・生活環境の保全の観点から、適正かつ

安定的に処理を行うことが重要です。 

●焼却量の削減を進め、市内最後の廃棄物最終

処分場である浮島2期埋立処分場の延命化に

取り組む必要があります。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●処理施設周辺への環境負荷の低減に努めなが

ら適正かつ安定的にごみを処理するとともに、

資源となるもののリサイクルを推進します。 

●ごみ排出量及び焼却量の減量に取り組み、埋

立処分量の削減を図るとともに、将来的な焼

却処理施設の削減に向けた検討を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

ごみ焼却事業

環境への負荷を極力抑えた焼却

処理を行うとともに、経費の削減

を図り、効率的な事業運営を行い

ます。

粗大ごみ処理事業

粗大ごみの排出動向を見据えな

がら、民間活力の活用を含め、効

率的な事業運営を行います。

海面埋立事業

周辺環境への配慮を行いながら、

焼却灰等の適正かつ安定的な埋

立処分を行います。

事業名 計画期間の取組

ごみ中継輸送事業 事業推進

廃棄物鉄道輸送事業 事業推進

資源化処理事業（再掲） 事業推進

北部リサイクル推進事業（再掲） 事業推進

し尿処理事業 事業推進

使用済み乾電池処理事業 事業推進

環境マネジメントシステム管理事

業

事業推進

事業推進

事業名 現状
事業内容・目標

●搬入された廃棄物

の適正かつ安定的な

処理

事業推進

●搬入された粗大ごみ

等の適正かつ安定的

な処理及び資源化

●搬入された廃棄物

の適正かつ安定的な

処理

ごみ焼却施設の環境対策に対する市民の信頼を確保するため、自己適合宣言による環境マネ

ジメントシステムを継続運用し、適正に管理します。

分別収集された資源物の中間処理を行い、民間の資源化ルートなどを活用しリサイクルを推進

します。

主に北部地域で分別収集された空き缶・ペットボトルのリサイクルを行います。

廃棄物の効率的な処理のため、環境に優しい鉄道を用いて北部の廃棄物を南部に輸送しま

す。

市内から排出されるごみをより効率的に処理するため、浮島処理センターへごみ中継輸送を行

います。

●搬入された粗大ごみ

等の適正かつ安定的

な処理及び資源化

事業推進

事業概要

公衆衛生の向上のため、収集したし尿及び浄化槽汚泥を適正に処理します。

資源の有効利用及び生活環境保全の観点から、使用済乾電池の無害化・資源化処理を実施し

ます。

●適正な埋立処分の

実施

●適正な埋立処分の

実施

 

③ 廃棄物の適正処理・処分 

鉄道による廃棄物の輸送 

338



【基本施策 Ⅳ－2－(2)】廃棄物対策の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●循環型社会の構築に向け、発生・排出抑制、

再使用、再生利用に取り組み、資源として活

用できない廃棄物については、快適な生活環

境の保全に向け適正処理を進める必要があり

ます。 

●こうした適正処理を進める中、環境負荷の低

減を図るとともに、効率的な施設運営をめざ

した体制を構築していく必要があります。 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●「リサイクルパークあさお」の整備を推進し、

ごみ焼却処理施設は 2011 年度、資源化処

理施設は 2014 年度の完成をめざした取組

を進め、北部地域における安定した廃棄物処

理体制を確立します。あわせて、運転操作業

務の一部委託化など、効率的な事業運営を進

めます。 

●温室効果ガスの削減など、環境負荷を低減す

るため、焼却ごみ量の削減を進め、2015年

度から３焼却処理施設体制とすることをめ

ざし、今後のごみ焼却処理施設の整備に関す

る基本的な考え方を取りまとめます。 

●焼却処理施設の安定的な運用のため、引き続

き、浮島処理センターの基幹的整備を実施し

ます。また、3焼却処理施設体制の構築に向

け、老朽化した焼却処理施設について大規模

整備を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リサイクルパークあさお 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

リサイクルパークあさお整備事業

ごみ焼却施設の更新に加えて、資

源化処理施設を建設し、北部地域

の総合的な廃棄物処理施設として

整備します。

処理センター整備事業

環境負荷の低減に向け、３焼却処

理施設体制を構築していくため、

今後のごみ焼却処理施設の整備

に関する基本的な考え方を取りま

とめます。

廃棄物処理施設基幹的整備事業

施設・設備の大規模な整備工事を

実施し、施設の安定的な運用と、

施設更新時期までの延命化を図り

ます。

事業名 計画期間の取組

廃棄物処理施設等整備事業 事業推進

公衆トイレ改修整備事業 事業推進

●ごみ焼却処理施設

の整備着手（2007年

度）

●資源化処理施設の

建設に向けた取組

●ごみ焼却処理施設

の完成

●資源化処理施設の

整備着手

●基礎調査等の実施 ●3焼却処理施設体制

構築に向けた基本的な

考え方の取りまとめ

●基本的な考え方を

踏まえた新たな焼却処

理施設の基本計画の

検討

事業名 現状
事業内容・目標

●大規模整備完了

(2014年度)

●資源化処理施設の

整備

●基本的な考え方を

踏まえた新たな焼却処

理施設の基本計画の

策定

●焼却処理施設整備

に向けた法令手続き

事業推進

●資源化処理施設完

成（2014年度)

市民サービスの向上と福祉の増進を図るため、老朽化の著しい公衆トイレを改修整備します。

事業概要

●浮島処理センターの

基幹的整備着手

●浮島処理センター基

幹的整備

●浮島処理センターの

基幹的整備の完了

●3焼却処理施設体制

構築に向けた処理セン

ターの大規模整備着

手

廃棄物処理事業を安定的かつ円滑に進めるため、廃棄物関連施設の補修及び整備工事を実

施します。

●3焼却処理施設体制

構築に向けた処理セン

ターの大規模整備

 

④ 廃棄物処理施設の整備 
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【基本施策 Ⅳ－2－(2)】廃棄物対策の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●生活環境保全の観点から、産業廃棄物の排出

事業者に対し、廃棄物処理法の遵守、最終処

分量の削減、３R 及び適正処理を求めていく

必要があります。 

 

 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●産業廃棄物処理業や処理施設の設置に関する

許認可を行うほか、第5次産業廃棄物処理指

導計画に基づき、事業者の 3R（リデュース

（発生･排出抑制）･リユース（再使用）・リサ

イクル（再生利用））と適正処理の促進や不法

投棄等の防止等に向け、排出事業者や収集運

搬・処分業の許可業者への定期的な立入検

査・指導を行うとともに、電子マニフェスト

の普及を促進します。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

産業廃棄物指導事業

産業廃棄物処理指導計画に基づ

き、産業廃棄物の３Rと適正処理

の推進及び環境負荷の低減に向

け、排出事業者等に指導を行いま

す。

産業廃棄物処理業許可事務

産業廃棄物処理業の許認可事務

を行うとともに、関係法令を遵守さ

せるため処理業者への立入検査

を行います。

産業廃棄物管理事業

産業廃棄物処理許可業者への立

入検査・指導を行い、許可業者に

よる適正処理を推進します。

事業名 計画期間の取組

産業廃棄物処理施設設置許可事

務

事業推進

事業推進

●許可業者に対する

立入検査の実施

●許可業者に対する

立入検査の実施

事業名 現状
事業内容・目標

産業廃棄物処理施設設置等の許可に係る指導等を行い、適正処理の推進を図ります。

事業概要

●新規・更新・変更許

可手続きの実施

●産業廃棄物処理業

者への立入検査及び

指導

●新規・更新・変更許

可手続きの実施

●産業廃棄物処理業

者への立入検査及び

指導

事業推進

事業推進

●第４次産業廃棄物

処理指導計画に基づく

取組の推進

●第4次計画の検証と

第5次計画の策定

●第５次産業廃棄物

処理指導計画に基づく

取組の推進

 

⑤ 産業廃棄物の３Rと適正処理の推進に向けた取組 
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【基本施策 Ⅳ－2－(2)】廃棄物対策の推進 

 

 

 

■現状と課題 

●浮島廃棄物埋立護岸は、市内から発生する一

般廃棄物の焼却残灰、公共系の産業廃棄物、

公共工事から発生する建設発生土、川崎港内

から発生するしゅんせつ土砂等を受け入れる

ための最終処分場として整備され、市民生活

や社会諸活動を支え、持続型社会の実現には

欠かせないものとなっています。 

 

●浮島１期地区は、2006年度に事業が完了し

ており、現在は、浮島２期地区の第１・第２

ブロックで、最終処分場としての廃棄物等の

受入・処分を行っています。また、第3ブロ

ックについては、2009年度に地盤改良が完

了し、引き続き、最終処分場の確保に向けて、

廃棄物埋立護岸本体の工事を進めることが必

要となっています。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●廃棄物等の受入・処分とともに、既設護岸等

の適切な維持管理と環境対策を実施します。 

●廃棄物最終処分場の確保と廃棄物等の適正な

受入・処分の実施に向けて、浮島２期地区の

第3ブロックの廃棄物埋立護岸本体について

は、2013年度の完成をめざし、整備を進め

ます。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 ⇒ Ⅴ－４－（４）－④〔P431〕 

 

⑥ 廃棄物埋立護岸の整備（再掲） 
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 良好な自然環境を次世代に継承していくため、多摩丘陵などの貴重な緑の保全と育

成に取り組みます。また、憩いとうるおいの場をつくりだすため、公園緑地の整備や

水と親しむ空間づくりを進めるとともに、協働の取組による身近な緑の創出・育成を

推進します。さらに、貴重な環境資源である都市農地の保全に向けた取組を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

Ⅳ－３ 緑豊かな環境をつくりだす 

《基本施策》 

《政策の基本方向》 

《施策課題》 

緑豊かな環境をつくりだす 

多摩丘陵の緑の保全と育成 樹林地等の保全 

魅力ある公園緑地や水と親しむ空間
の整備 

都市農地の多面的な機能の活用 

協働の取組による緑の創出と育成 

市民が農に親しむしくみづくり 

都市農地の保全と活用 

市民との協働による身近な公園緑地等の育成 

身近な公園などコミュニティの場づくり 

魅力ある緑地・親水空間の形成（再掲） 

水と緑のネットワークづくり（再掲） 

特色ある公園緑地の管理と活用 

地域特性を活かした特色ある公園緑地の整備 

市民による里山の保全・育成 

農ある風景の保全 

花と緑のうるおいのあるまちづくりの推進 
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【基本施策 Ⅳ－3－(1)】多摩丘陵の緑の保全と育成 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

●緑豊かなまちづくりをめざすとともに、良好

な自然環境を次世代に継承するため、多摩丘

陵に残された樹林地等の保全を進める必要が

あります。 

●2009年度末時点で緑地保全制度等により保

全された緑地は約 114 ヘクタールに達しま

したが、一方で民間開発や相続などを契機と

した緑の減少が見られることから、引き続き

積極的に保全施策を進めていく必要がありま

す。 

●多摩川の崖線や市北部のまとまりのある樹林

地等を保全することにより、市民生活にうる

おいを与えるとともに、地球温暖化の防止、

生物多様性の保全、都市景観の維持、地下水

保全及びヒートアイランド現象の緩和などの

効果が期待できます。 

●保全され、公有化された緑地の植生管理や安

全性を図るなど、緑地の適切な管理を進める

必要があります。 

●首都圏において、貴重な自然環境を有してい

る多摩・三浦丘陵に関係する 13 自治体が連

携し、地域の重要な緑と水景を「みどりはつ

なぎ手」という共通認識をもち保全・再生・

創出・活用に向けて取り組んでいます。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●特別緑地保全地区、緑の保全地域及び緑地保

全協定地等の緑地保全制度について、地権者

に理解と協力をいただきながら、それぞれ地

区指定等を行い、保全に向けた取組を進めま

す。 

●本市に残された貴重な緑の保全と育成のため、

地権者の事情を勘案しながら、計画的に特別

緑地保全地区における用地取得を進めます。 

●特別緑地保全地区等の公有化された緑地の整

備を進めます。 

●多摩・三浦丘陵に関係する 13 自治体連携に

よる「多摩・三浦丘陵の緑と水景に関する広

域連携会議」を開催し、共通認識を高めなが

ら、広域連携トレイルの具体化や情報の共有

と取組の発信を行いながら、多摩・三浦丘陵

に残されている緑地の保全・再生・活用等の

検討を行っていきます。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

緑地保全事業

多摩丘陵に残された樹林地等の

保全施策を積極的に進めます。

●特別緑地保全地区

の指定

●緑の保全地域の指

定

●緑地保全協定の締

結

●ふれあいの森の保

存契約の締結

●計画的な特別緑地

保全地区の用地取得

●特別緑地保全地区

の整備

●特別緑地保全地区の

指定拡大

●緑の保全地域の指定

拡大

●緑地保全協定の締結

推進

●ふれあいの森の契約

の締結推進

●計画的な特別緑地保

全地区の用地取得

●特別緑地保全地区の

整備実施

　①斜面地安定、境界

　柵、案内看板等整備

　②生物多様性の保

　全

事業名 現状
事業内容・目標

事業推進

 

① 樹林地等の保全 

【基本施策 Ⅳ－3－(1)】多摩丘陵の緑の保全と育成 
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【基本施策 Ⅳ－3－(1)】多摩丘陵の緑の保全と育成 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

多摩・三浦丘陵広域連携事業

多摩・三浦丘陵を抱える１３自治

体が連携し、地域の重要な緑と水

景を保全・再生・創出・活用してい

きます。

事業名 計画期間の取組

生田緑地整備事業（再掲） 事業推進

菅生緑地整備事業（再掲） 事業推進

緑ヶ丘霊園整備事業（再掲） 事業推進

早野聖地公園整備事業（再掲） 事業推進

●広域連携トレイル利

用等に向けた動機付け

の実施

●市民・企業・行政と

の連携によるシンポジ

ウムの開催

事業推進

事業名 現状
事業内容・目標

●関係１３自治体によ

る「多摩・三浦丘陵の緑

と水景に関する広域連

携会議」の開催

●広域連携トレイル構

想の具体化

●広域連携トレイル利

用等に向けた動機付け

の検討

●「多摩・三浦丘陵の

緑と水景に関する広域

連携会議」の開催

●広域連携トレイルの

計画作成

●ホームページ等によ

る情報発信の取組

良質で低廉な墓所を整備するとともに、自然環境を活かした自然生態保全観察型公園としての

整備を進めます。

事業概要

本市最大の緑の拠点として、計画的な用地取得と整備を進めます。

里山の自然環境に親しめる宮前区市民健康の森として、市民との協働により整備を進めます。

墓所を市民に供給するとともに、憩いの場、安らぎの場として快適な環境の創造を図ります。
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【基本施策 Ⅳ－3－(1)】多摩丘陵の緑の保全と育成 

 

 

 

■現状と課題 

●市民の貴重な財産である特別緑地保全地区等

を、良好な樹林地として、かわさき緑レンジ

ャーや市民ボランティアと連携し、質の高い

保全管理を行う必要があります。 

●長期間放置された斜面緑地等の再生に向けて、

かわさき緑レンジャーや大学などの研究機関

と協働し、適切な管理を行う必要があります。 

●地域に即した保全管理計画を毎年２地区策定

し、市民との協働による保全緑地の管理を推

進しています。 

●保全された緑地の持続的な保有を図るため、

都市緑地法における管理協定制度の活用を行

うことが必要となっています 

●川崎ふるさとの小径（遊歩道）の設定は、保

全緑地や河川などの自然的環境資源を有効活

用し、多摩丘陵における緑と水のネットワー

クをめざすものです。多くの市民に PR を行

うとともに市民協働によるコース設定が必要

です。 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●市民ボランティアやかわさき緑レンジャー、

大学など多様な主体と連携し、適切な管理を

進め、安全な里山づくりに取り組みます。 

●市民ボランティア等による適切な保全緑地の

管理のため、ワークショップにより保全管理

計画を策定するとともに、既に策定された保

全管理計画のモニタリングを行い、より適切

な管理活動に活用していきます。 

●法による管理協定制度を活用し、樹林地等の

適切な管理を行います。 

●既存散歩道のルートの追加や市民参加による

「川崎ふるさとの小径」の調査や検討を行い

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ボランティアによる緑地管理 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

保全緑地管理事業

保全施策の講じられた樹林地等に

ついて、植生の管理及び安全の

観点も含めて、市民協働により適

切に維持管理を行います。

事業名 計画期間の取組

川崎ふるさとの小径整備事業 事業推進

●保全管理計画書の

策定

●市民協働による緑

地保全管理の推進

●保全管理計画書の

策定及びモニタリング

●市民活動団体の立

上げと支援

●多摩丘陵・大学コン

ソーシアムモデル地区

での研究実施

●保全された緑地の

管理（萌芽更新等）

●都市緑地法による

管理協定制度のＰＲと

活用

事業概要

緑地や残る遺跡・史跡、文化伝承などの歴史的資源を巡る遊歩道の施設整備を行います。

●多摩丘陵・大学コン

ソーシアムによる緑地

研究

事業推進

●多摩丘陵・大学コン

ソーシアムの立上げ

事業名 現状
事業内容・目標

 

② 市民による里山の保全・育成 
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【基本施策 Ⅳ－3－(1)】多摩丘陵の緑の保全と育成 

 

 

 

■現状と課題 

●都市における農地においては、近年、土地所

有者や農業者の高齢化や相続などを契機とし

て樹林地や農地が処分されたり、放棄されて

いる実態があり、地域の活性化を図っていく

ことが必要となっています。 

●市街化の進む本市においては、緑地の減少が

進み、あわせて、農の担い手の減少にともな

う里山の衰退も進んでいます。そのため、緑

地の保全と良好な維持管理、市街地の緑化推

進について、市民の動機付けを高める必要が

あります。 

●生物多様性の保全の推進に向け、市街化の進

んだ本市の特徴を踏まえた取組を進めていく

ことが求められています。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●黒川海道特別緑地保全地区を拠点として、里

地・里山のふるさとの原風景の保全・再生・

活用を図るため地域と協働しながら取組を推

進します。 

●生物多様性の取組を進めるため、本市の自然

特性を踏まえた「（仮称）川崎生き物プラン」

を策定します。あわせて、多様な主体の参加

による「（仮称）川崎生き物マップ」を作成し

ます。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

里地・里山ミュージアム事業

本市北部の市街化調整区域内に

おける樹林地を、農業振興施策と

連携して保全します。

生物多様性推進事業（再掲）

本市の特徴を踏まえ、生物多様性

の保全に向けた取組を進めます。

事業名 計画期間の取組

農業振興地域整備計画管理事業

（再掲）

事業推進

都市農地保全･活用事業（再掲） 事業推進

●樹林地や休耕田跡

地の再生方法等の調

査・研究活動

●地元の活性化につ

ながる管理運営

事業推進

事業概要

事業名 現状
事業内容・目標

事業推進●拠点である黒川海

道特別緑地保全地区

の、再生に向けた実施

設計と整備工事

●黒川・早野・岡上の

３地区のネットワーク

化、既存遊歩道や広

域連携トレイルとの連

携

●「動植物の生息・生

育環境保全の手引き」

を緑関連事業へ展開

災害時における市民の一時避難場所の確保や遊休農地解消等を進めます。

●生物多様性関連調

査の実施

●COP10を契機とした

市民向け普及啓発の

ためのフォーラムの実

施

●「（仮称）川崎生き物

プラン」の検討

●「（仮称）川崎生き物

マップ」の検討

●生物多様性に係る

普及啓発の実施

●「（仮称）川崎生き物

マップ」に係るシステム

の試行

●「（仮称）川崎生き物

プラン」の策定

●「（仮称）川崎生き物

マップ」の運用

整備計画に基づく農用地区域の適正管理を行います。また早野地区農業振興地域内の活性化

に向けた取組を行います。

 

③ 農ある風景の保全 
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【基本施策 Ⅳ－3－(2)】魅力ある公園緑地や水と親しむ空間の整備 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

●富士見公園は、施設の老朽化をはじめとする

課題があり、都市部の貴重なオアシスとして

の機能回復が必要となっています。 

●等々力緑地は、緑の拠点であるとともに、ス

ポーツ・レクリエーションの拠点であり、ま

ちづくりが進む小杉地区と連携した憩いの場、

やすらぎの場としての機能の充実が求められ

ています。 

●生田緑地は本市最大の緑の拠点であり、優れ

た自然環境を活かした総合公園としての魅力

の向上等が求められています。 

●菅生緑地は尻手黒川道路からのアプローチ改

善、平瀬川の水源林保全等を踏まえた緑地の

全体像の検討が必要です。 

●緑ヶ丘霊園及び早野聖地公園は墓地の安定供

給と緑地の保全を図りながら整備を推進する

必要があります。 

●長期間にわたって未整備となっている公園緑

地が存在しており、計画の方向性を明らかに

することが求められています。 

 

 

 

 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●富士見周辺地区整備実施計画等に基づき、長

方形競技場の整備をはじめとして、都心にお

ける総合公園にふさわしい富士見公園の再生

に向けた取組を推進します。 

●等々力緑地再編整備実施計画に基づき、水と

緑の自然環境のもと、スポーツ・レクリエー

ションの拠点施設及び災害時の広域避難場所

として、整備の推進を図るとともに、釣池の

浄化に向けた調査検討を行います。 

●生田緑地ビジョンに基づき、緑地の魅力や利

用価値の向上を図るため、中央広場や緑地の

外郭をつなぐ周遊散策路及びばら苑周辺など

の整備を行うとともに、計画的な用地取得を

行います。 

 

 

●菅生緑地について、平瀬川の源流域の水源林

保全と尻手黒川道路からのアプローチ改善を

視野に入れながら、主に西地区について、市

民との協働による整備を図るとともに、計画

的な用地取得を行います。 

●緑ヶ丘霊園については、第2霊堂の整備や無

縁合葬墓の整備に向けた取組を推進します。 

●早野聖地公園については、墓参者の利便性向

上や自然環境の保全など、さまざまな視点か

ら園内整備に取り組むとともに、計画的な用

地取得に取り組みます。 

●環境審議会からの答申を踏まえ策定した「長

期未整備公園緑地の対応方針」に基づき、対

象箇所の測量、関係権利者調整等を行い、都

市計画変更に取り組むなど、早期完成をめざ

して計画的な公園緑地整備を進めます。 

 

 

 

① 地域特性を活かした特色ある公園緑地の整備 

【基本施策 Ⅳ－3－(2)】魅力ある公園緑地や水と親しむ空間の整備 

本市における公園面積の割合 

（2010 年 3月 31 日現在） 

（本市調べ） 
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【基本施策 Ⅳ－3－(2)】魅力ある公園緑地や水と親しむ空間の整備 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

富士見周辺地区整備の推進及び

調整

富士見公園及び周辺市民利用施

設の総合的・一体的な整備を推進

します。

富士見公園整備事業

本市で最も歴史のある総合公園で

ある富士見公園を都市部の貴重

なオアシスとなるよう整備を進め

ます。

スポーツ・文化複合施設整備事業

（再掲）

スポーツ・文化・レクリエーション

活動拠点の強化を図るため、富士

見周辺地区でのスポーツ・文化複

合施設の整備に向けた取組を進

めます。

競輪場整備（再掲）

安全・快適な観戦環境を提供する

ために場内設備の整備を行うとと

もに、競輪場のコンパクト化に向け

た事業を推進します。

等々力緑地調整事業

等々力緑地の一体的な整備を進

めます。

等々力緑地整備事業

小杉地区の街づくりを踏まえなが

ら、スポーツ・レクリエーションの

拠点及び災害時の広域避難場所

としての整備を行います。

生田緑地調整事業

優れた自然環境の中に文化施設

等が立地する多様な総合公園とし

ての整備・運営を進めます。

生田緑地整備事業

本市最大の緑の拠点として、計画

的な用地取得と整備を進めます。

事業推進●富士見周辺地区整

備基本計画の策定

●富士見周辺地区整

備基本計画に基づく整

備の考え方（改訂版）

の策定

●富士見周辺地区整

備実施計画の策定

●富士見周辺地区整

備実施計画に基づく取

組の推進

●富士見公園の都市

計画の変更

●競輪場再整備（コン

パクト化）に係る実施

設計及び建築行政手

続

●競輪開催に必要な

施設の維持補修工事

●競輪施設等整備事

業基金の積立

●生田緑地ビジョンに

基づく取組の推進

●東口ビジターセン

ター整備・完成

●西口サテライト整備･

完成

●西口園路の整備の

検討

●計画的な緑地内の

用地取得

●中央広場整備完了

●周遊散策路、広場

（初山地区）整備

●富士見公園長方形

競技場の整備着手

●園路広場整備

●釣池の浄化に向け

た調査、検討

●富士見周辺地区整

備実施計画に基づく公

園の整備

●富士見公園長方形

競技場実施設計

●支援ホーム跡地の

暫定整備

●等々力緑地再編整

備実施計画に基づく取

組の推進

●等々力緑地の基本

設計

●等々力陸上競技場

の整備計画の策定

●富士見公園長方形

競技場の整備

事業推進

●富士見公園長方形

競技場の完成（2014年

度）

●東口ビジターセン

ターを活用した事業実

施

●西口サテライトの運

用

●西口園路の設計

●等々力陸上競技場

の基本設計・実施設

計・整備着手

●等々力球場の整備

計画の策定

●西口園路の整備着

手

●周遊散策路、広場

（初山地区）整備完了

事業内容・目標

事業推進

●等々力陸上競技場

の第１期整備完了

(2014年度)

事業名 現状

●計画的な緑地内の

用地取得

●中央広場整備

●周遊散策路(初山地

区)整備工事

●富士見周辺地区整

備実施計画の策定

●富士見公園長方形

競技場基本設計

●競輪場再整備基本

計画の策定

●競輪場再整備（コン

パクト化）に係る基本

設計の実施

●生田緑地ビジョン策

定

●東口ビジターセン

ター基本設計・実施設

計

●西口サテライト基本

設計・実施設計

●西口園路の整備の

検討

●園路広場整備

●川崎フロンターレ支

援としての陸上競技場

の補修等

事業推進

事業推進

●ばら苑周辺整備

事業推進

事業推進●「スポーツ・文化複

合施設基本計画（素

案）」の策定

●スポーツ・文化複合

施設の整備に向けた

調査・検討

●スポーツ・文化複合

施設に係る基本計画

策定及び民間活力の

導入による事業手法

の検討

●事業手法の検討結

果を踏まえたスポー

ツ・文化複合施設に係

る実施方針等の策定

●スポーツ・文化複合

施設の実施方針等に

基づく設計着手及び関

係法令手続き

●競輪場再整備（コン

パクト化）完了

（2016年度）

事業推進

●競輪場再整備着手 ●競輪場の再整備

●既存メインスタンド

の耐震化工事に係る

診断及び設計

●等々力陸上競技場

の整備

●等々力球場の基本

設計

●等々力緑地再編整

備方針、等々力緑地

再編整備基本構想の

策定

●等々力緑地再編整

備基本計画、実施計

画の策定
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【基本施策 Ⅳ－3－(2)】魅力ある公園緑地や水と親しむ空間の整備 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

菅生緑地整備事業

里山の自然環境に親しめる宮前

区市民健康の森として、市民との

協働により整備を進めます。

緑ヶ丘霊園整備事業

墓所を市民に供給するとともに、

憩いの場、安らぎの場として快適

な環境の創造を図ります。

早野聖地公園整備事業

良質で低廉な墓所を整備するとと

もに、自然環境を活かした自然生

態保全観察型公園としての整備を

進めます。

長期未整備公園緑地の見直し事

業

都市計画決定後、長期間未整備

の公園緑地について事業計画の

見直しや区域の変更等の検討を

行います。

事業名 計画期間の取組

等々力緑地関連整備事業 事業推進周辺道路の暫定的な安全対策の実施とともに、計画的な周辺道路整備を行い、等々力緑地へ

のアクセス環境向上を図ります。

事業概要

●新規墓所整備　約

250か所

事業推進

事業推進

事業推進

事業推進

●新規墓所整備　約

250か所

●長期未整備公園緑

地の見直し方針の策

定

●個別公園緑地の見

直し着手

（権利者調査・測量・区

域の検討・地元説明等

都市計画変更に向け

た取組）

事業名

●園内施設整備

●新規墓所整備

●計画的な用地取得

現状
事業内容・目標

●第２霊堂開設

●園内トイレの改修工

事

●無縁合葬墓整備の

ための地質調査、基本

設計、実施設計

●無縁合葬墓整備

●宮前区市民健康の

森として、市民との協

働で整備

●園内施設整備

●計画的な用地取得

●第２霊堂整備に向け

た事前調査

●第２霊堂及び霊堂

周辺広場の整備・完成

●無縁合葬墓整備基

本計画の策定

●西地区園路・広場整

備

●西地区の計画的な

用地取得

●新規墓所整備　約

150か所

●墓域および公園域

の用地取得

●次期整備区域にお

ける関連調査等

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

350



【基本施策 Ⅳ－3－(2)】魅力ある公園緑地や水と親しむ空間の整備 

 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 富士見公園 

等々力緑地 

生田緑地 

菅生緑地 
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【基本施策 Ⅳ－3－(2)】魅力ある公園緑地や水と親しむ空間の整備 

 

 

 

■現状と課題 

●富士見公園、等々力緑地、生田緑地などの大

規模公園緑地には、市民が楽しめる施設が数

多くあります。等々力緑地の陸上競技場、生

田緑地の岡本太郎美術館や日本民家園、青少

年科学館をはじめとする施設を中心に、より

魅力ある公園緑地として多くの市民に親しま

れるような効果的な維持管理が求められてい

ます。 

 

生田緑地公園施設などの入場者数の推移

0
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2004 2005 2006 2007 2008 2009

ばら苑
ゴルフ場
岡本太郎美術館
青少年科学館
日本民家園

（本市調べ） 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●大規模公園緑地について、より多くの市民に

親しまれるよう効果的な維持管理に取り組み

ます。特に、生田緑地については、今後、整

備する東口ビジターセンターを拠点として、

緑地とともに、岡本太郎美術館、日本民家園、

青少年科学館などの施設を横断的に管理し、

施設間の連携を強化します。あわせて、2011

年度開館予定の「藤子・F・不二雄ミュージ

アム」との連携、緑地内の回遊性の向上を図

るなど、緑地全体の魅力を高める取組を進め

ます。 

●生田緑地ゴルフ場について、クラブハウスの

建替えを行い、施設の管理運営を充実させる

とともに、緑地内の地域資源との連携を図り

ます。 

●生田緑地内のベンチや四阿などの施設につい

て、「かわさき資産マネジメントプラン」の予

防保全型の考え方に基づき維持補修を進めま

す。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

大規模公園緑地の効果的・効率

的な管理運営の推進

大規模公園緑地の魅力を高める

ため、市民の利便性の向上や経

営的な視点から、持続可能なかた

ちで運営していくしくみを構築しま

す。

生田緑地ゴルフ場管理事業

パブリックゴルフ場としてレクリ

エーションの場を提供するととも

に、管理運営の充実、生田緑地内

の各施設との連携や回遊性の向

上を図ります。

事業名 計画期間の取組

生田緑地内ばら苑維持管理事業 事業推進

動物公園維持管理事業 事業推進

●指定管理者による

生田緑地の横断的管

理運営の推進

●協働のプラットフォー

ム構築に向けた生田

緑地マネジメント会議

の設置・運営

事業名 現状
事業内容・目標

事業推進●生田緑地の横断的

管理運営体制の構築

に向けた調整・検討

●生田緑地の横断的

管理運営体制の構築

に向けた指定管理者

制度の導入の検討

●協働のプラットフォー

ム構築に向けた生田

緑地マネジメント会議

準備会の設置・運営

●クラブハウス建替え

工事着手

●コース及び施設の

適正管理

●指定管理者制度導

入の検討

●クラブハウス建替え

工事

●生田緑地を形成す

る公園施設としての緑

地の保全と連携したゴ

ルフ場の運営

●クラブハウス建替え

の再検討

●生田緑地の横断的

管理運営体制の構築

に向けた指定管理者

制度の導入の準備

●生田緑地以外の大

規模公園緑地における

パークマネジメント導

入の検討

事業推進●クラブハウス完成

事業概要

適切な飼育管理を行うとともに、動物とのふれあいによる環境教育等の場として、地域住民と連

携した取組を進めます。

市民ボランティアと協働して、苑内のバラを良好な状態に育成し、広く市民に開放します。

 

② 特色ある公園緑地の管理と活用 

（年度） 

（千人） 

生田緑地公園施設などの入場者数の推移 
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【基本施策 Ⅳ－3－(2)】魅力ある公園緑地や水と親しむ空間の整備 

事業名 計画期間の取組

生田緑地維持管理事業 事業推進

等々力緑地維持管理事業 事業推進

都市緑化植物園の管理・運営 事業推進

緑ヶ丘霊園維持管理事業 事業推進

早野聖地公園維持管理事業 事業推進墓参者及び来園者の安全と利便性向上のため、適切な運営及び維持管理を行います。また、

墓地使用にかかる受益者負担については他都市の状況等を踏まえながら適正化を図ります。

都市緑化植物園として市民に憩いの場を提供するとともに、緑化手法や植物の手入れ方法など

について普及・啓発を行います。

事業概要

スポーツ・レクリエーションの場として活用を図るとともに、川崎フロンターレへの支援策と連携

した維持管理を進めます。

本市に残された貴重な緑である生田緑地の良好な環境を保つとともに、市民が快適に利用でき

るよう予防保全型の維持管理を図ります。

墓参者及び来園者の安全と利便性向上のため、適切な運営及び維持管理を行うとともに、管理

運営体制の見直しを検討します。また、墓地使用にかかる受益者負担については他都市の状

況等を踏まえながら適正化を図ります。
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【基本施策 Ⅳ－3－(2)】魅力ある公園緑地や水と親しむ空間の整備 

 

 

 

■現状と課題 

●河川や水路は、多様な生物が生息できるよう

な環境整備や、緑豊かで水と親しめる空間の

整備を進め、都市部における市街地に残され

た貴重な水と緑のオープンスペースとするこ

とが求められています。また、都市景観の形

成や身近な親水施設としての役割があること

から、まちづくりと一体的な整備が求められ

ています。  

 

●平瀬川支川や渋川など、ワークショップ等を

活用しながら、市民と行政による計画策定を

行い、自然環境に配慮した護岸改修によって、

親しみのある水辺空間の整備を引き続き進め

る必要があります。 

●二ヶ領用水は、地域の活性化やコミュニティ

形成等の地域の軸として、市民が身近に感じ

られる活用や保存及び整備に取り組む必要が

あります。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●水辺を、身近な憩いの場であり、コミュニテ

ィの場である特徴を活かし、河川や水路に隣

接する道路等の緑化を図り、水辺との一体的

な空間を創出することで、水と緑のネットワ

ークの形成を推進します。  

●高津区の旧平瀬川は、市民や地域とのパート

ナーシップにより策定した「全体整備計画」

を基に、暗きょ化された箇所を潤いある快適

な環境整備を図るとともに、あわせて不法占

拠や放置自転車対策などの課題解決に向け取

り組みます。  

 

●平瀬川支川の多自然川づくりとして、自然環

境に配慮した護岸改修及び橋の架替えを行い、

2010年に60％の改修率を70％以上とし、

うるおいのある水辺空間を創出します。  

●中原区の渋川の環境整備に向けて市民や地域

とのパートナーシップにより策定した「渋川

整備基本計画」に基づき、整備に向け設計等

を行い、水辺と親しめる環境整備を進めます。 

●二ヶ領用水は、より身近な水辺空間をめざし

市民とともに、「二ヶ領用水総合基本計画」の

改定に取り組みます。 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 ⇒ Ⅵ－３－（２）－①〔P494〕 

③ 水と緑のネットワークづくり（再掲） 
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【基本施策 Ⅳ－3－(2)】魅力ある公園緑地や水と親しむ空間の整備 

 

 
 
■現状と課題 

●川崎臨海部は、主に産業の利用に供されてい

る一方で、東扇島東公園の開園など市民が憩

える場も増えており、今後も、市民が港にふ

れあえる機会の提供や安全で快適な環境づく

りが必要となっています。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●2009 年度にオープンしたビーチバレー場

など川崎マリエンを中心に、西公園、東公園

などの港湾緑地を活用して、市民や関係団体

との協働を積極的に進めながら、市民に親し

まれるイベントの開催等を行い、川崎港の賑

わいの創出など港湾の振興を図ります。 

●また、ビーチバレー場における財団法人日本

オリンピック委員会（JOC）認定の競技別強

化センターへの登録に向けた施設設備の充

実を図ります。 

●臨海部で働く人々の就労環境の向上を図る

とともに、市民が安全・安心に港湾緑地を利

用できるよう、適切に維持管理を行い、良好

な港湾環境の形成を図ります。 

●首都圏基幹的広域防災拠点である東扇島東

公園について、防災機能に支障のないよう、

維持管理を行います。 

 

 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 ⇒ Ⅴ－４－（５）－①〔P434〕 

 

④ 魅力ある緑地・親水空間の形成（再掲） 
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【基本施策 Ⅳ－3－(3)】協働の取組による緑の創出と育成 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

●市街化の進行する本市では、緑が実感できる

まちづくりのために都市緑化の推進が必要と

なります。そのために、民有地の緑化が大切

な取組となることから、個人邸や共同住宅な

ど市民の生活環境である地域ぐるみの緑化運

動や事業所等の緑化などを市民、事業者、行

政の協働により進めていく必要があります。 

●魅力と活力ある臨海部を形成するため、事業

者と連携しながら、緑の環境改善、景観向上

が求められています。 

●新たな緑化推進重点地区の整備においては、

行政が自ら面的な緑化に努め、重点地区候補

地については、市民・事業者との協働により、

新たな緑化推進重点地区計画を策定すること

が必要です。 

 

         

 

（本市調べ） 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●屋上・壁面緑化などによる公共施設緑化の推

進、事業所緑化の促進、民有地に対する緑化

助成制度による支援などの緑化誘導のほか、

緑地協定や地域緑化推進地区認定などの、法

や条例に基づく緑化制度を活用し、豊かなま

ちづくりに取り組みます。 

●市民 100 万本植樹運動による「緑のミリオ

ン・ムーブメント」をスローガンにさまざま

な緑化施策を推進していきます。 

●建築物の敷地内において緑化が必要な区域に

ついて、都市緑地法に基づく緑化地域制度な

どの導入の検討を進め、緑豊かな街なみ形成

をめざします。 

●臨海部の緑化推進計画（地区別）を策定し、

総合的な緑の環境整備に取り組みます。 

●新たな緑化推進重点地区において、行政によ

るリーディング事業を実施するとともに、重

点地区計画策定候補地においては、区役所等

関連部局との連携のもと、市民・事業者との

協働により地区計画を策定します。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

市民との協働による緑化推進事

業

屋上・壁面緑化への助成制度の

運用や、緑の活動団体に対する

支援により、緑の確保と同時に市

民の緑化推進に向けた啓発を行

います。

●「緑のカーテン大作

戦」の展開

●公共施設緑化の推

進

●地域緑化推進地区

の認定

●市民の緑化活動に

対する支援の実施

●公共施設緑化の推

進

●地域緑化推進地区

認定制度の普及啓発

による市民の緑化活

動促進

●緑化施設整備計画

認定制度、緑地協定

の活用に向けた普及

啓発

事業名 現状
事業内容・目標

事業推進

 

① 花と緑のうるおいのあるまちづくりの推進 

【基本施策 Ⅳ－3－(3)】協働の取組による緑の創出と育成 

公園緑地・街路樹グリーンベルトの推移 

356



【基本施策 Ⅳ－3－(3)】協働の取組による緑の創出と育成 

 

 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

市民緑化運動の推進

「緑のミリオン・ムーブメント」をス

ローガンに、市民100万本植樹運

動によるさまざまな緑化施策を推

進していきます。

緑化地域制度導入事業

建築物の敷地内において緑化が

必要な区域について、都市緑地法

に基づく緑化地域制度などの導入

の検討を進め、緑豊かな街なみ形

成をめざします。

臨海部緑の環境整備事業

臨海部の魅力づくりや環境改善、

景観向上に向け、臨海部の公園・

緑地及び街路樹等の再生と、事

業所による効果的な緑化の誘導

を促進します。

緑化推進重点地区整備事業

市民・事業者との協働により策定

した緑化推進重点地区計画に基

づいた緑化を行い、花と緑を基調

とした魅力あるまちづくりを推進し

ます。

事業名 計画期間の取組

緑化啓発事業 事業推進

街路緑化整備事業 事業推進

事業所緑化推進事業 事業推進

緑政企画調整事務 事業推進

川崎臨海部等アメニティ推進事業

（再掲）

事業推進

事業名 現状
事業内容・目標

事業推進

川崎臨海部のアメニティ向上を推進するとともに、市内大規模工場における効果的な緑地整備

を推進し、市民に親しまれる空間の実現と操業環境の向上を図ります。

●「市民10万本植樹」

事業の推進、市民、事

業者主体の森づくりと

して、毎年約1万本、

2009年度までに5万本

超の植樹

●2010年度からは市

制100周年までに100

万本の植樹をめざし

て、地域の緑化運動を

促進

●市民、事業者、行政

のパートナーシップに

よる、市民100万本植

樹運動の推進

●植樹イベントの開催

●公共施設緑化、市

民活動支援等を通した

植樹の促進

緑の基本計画における施策目標の着実な達成のため、緑の実施計画の策定と進行管理等を行

います。

財団法人川崎市公園緑地協会と連携しながら、緑に関わる人材育成を図るとともに、緑の活動

団体等の交流及び活性化を進めます。

創出された事業所等の緑化地の喪失を防ぐため、みどりの事業所推進協議会と連携を図りなが

ら、緑化を促進します。

事業推進

●「臨海のもりづくり」

共同アピールの実施

●基本構想の策定

●緑化推進計画（地区

別）の策定に向けたパ

イロットエリアの先行整

備の実施

●緑化推進計画（地区

別）の検討

●「新川崎・鹿島田駅

周辺地区」において新

たな緑化推進重点地

区計画の策定

●「宮前平・鷺沼駅周

辺地区」、「登戸・向ヶ

丘遊園駅周辺地区」の

緑化推進重点地区計

画策定

●「溝口駅周辺地区」

におけるリーディング

事業の実施

●リーディング事業の

実施

　①「宮前平・鷺沼駅

　周辺地区」

　②「登戸・向ヶ丘遊園

　駅周辺地区」

●緑化推進計画（地区

別）の策定に向けたモ

デル事業の実施

●緑化推進計画（地区

別）の策定

●緑化地域制度の調

査・検討

●「都市緑化のあり方

について」環境審議会

に諮問・答申

緑豊かなうるおいのある安全なまちづくりをめざし、街路樹の植栽を進めます。

事業概要

●緑化推進計画に基

づく臨海部の公園緑

地・街路樹、公共施設

等の緑の環境整備実

施

●効果的な事業所緑

化等の誘導及び支援

●2024年度までに100

万本植樹を達成

事業推進

●庁内関係部署と制

度構築に向けた調整

●制度運営体制の検

討

事業推進
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【基本施策 Ⅳ－3－(3)】協働の取組による緑の創出と育成 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

●老朽化が進んだ公園の整備計画を市民参画に

より策定し、新たな公園として再生を図るこ

とで、地域コミュニティの場をつくることが

求められています。 

●子どもや高齢者でも歩いて行ける範囲に、生

活空間にゆとりをもたらすだけでなく、災害

時には一時避難地としての機能もあわせ持つ

公園を確保することが求められています。 

●地域の特性を活かした緑を守り、つくり、育

てていくためには、市民・事業者・行政が一

体となり、協働・連携する取組が必要です。 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●国の治水事業との調整を図り、御幸公園のリ

フレッシュ整備を実施します。 

●小田公園のリフレッシュ化に向けた整備を

推進します。 

●緑の基本計画における公園整備の考え方に

基づいた公園の適正配置を推進するために、

借地公園制度などの手法を検討しながら街

区公園等の身近な公園の整備を実施します。 

●子どもや高齢者をはじめとして、誰もが安全

に安心して利用できるよう、公園のバリアフ

リー化を推進します。 

●法令等に基づき、協議・指導の着実な推進を

図ります。 

●条例に基づく緑化の協議についての見直しに

向けた準備を行います。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

リフレッシュパーク整備事業

1971年以前に開設され、老朽化し

た近隣・地区公園を市民参画によ

り整備計画を策定し、新たな公園

に再生します。

事業名 計画期間の取組

大小公園整備事業 事業推進

開発事業に関する調査指導業務 事業推進都市計画法、総合調整条例や緑の条例に基づき、帰属公園等や自主管理の緑化地整備の事

業者協議・指導を行います。

事業概要

●御幸公園整備完了●御幸公園の整備に

向けた国の治水事業と

の調整

●小田公園整備実施

計画の策定及び次年

度の整備に向けた設

計

●御幸公園の堤防区

域の設計

●小田公園設計及び

整備

地域の集い・憩いの場となる街区公園や景観に資する都市緑地等の整備を行い、うるおいのあ

る空間の創出を図ります。

事業推進

事業名 現状
事業内容・目標

 

② 身近な公園などコミュニティの場づくり 

358



【基本施策 Ⅳ－3－(3)】協働の取組による緑の創出と育成 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

●都市の緑は、ヒートアイランド現象の緩和、

環境の保全、良好な都市景観の形成など、さ

まざまな効用があることから、過密な市街地

を形成する本市では、新たな緑を創出すると

ともに、質の高い緑として維持管理すること

が重要であり、市民・事業者・行政の協働に

より花と緑を基調とした魅力づくりを進めて

います。 

●創出された緑については、良好な状態に保つ

ため、各種愛護会等と連携し維持管理に努め

ていますが、近年では、管理面積の増大など

もあり、市民からの苦情・要望が増加するな

ど、維持管理の新たなしくみづくりが求めら

れています。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●公園緑地等が安全かつ快適に利用されるよ

う維持管理の充実を図るとともに、改修を行

います。 

●公園の活性化と地域住民相互の交流のため

イベントなどを実施します。 

●最も身近な存在である街区公園を地域コミ

ュニティの拠点施設と捉え、樹木剪定や草刈

等の管理に加え、公園利用調整等の運営を地

域住民と協働で行う管理運営協議会を設置

し、市民全体による身近な緑の育成の取組を

推進します。 

●公園緑地や特別緑地保全地区等において、さ

まざまな緑のボランティア活動を行ってい

る団体を効果的に支援する体制として、緑の

ボランティアセンターの充実を図ります。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

協働による身近な公園緑地等の

育成

市民にとって身近な街区公園の地

元管理に向け、各公園に管理運営

協議会を組織し、その活動を促進

します。

公園緑地維持管理事業

多様な市民要望に適切に対応し、

市民の安全かつ快適な公園の維

持管理の充実を図るとともに、老

朽化した施設の改修を行います。

事業名 計画期間の取組

公園利用活性化事業 事業推進

緑のボランティアセンター運営事

業

事業推進

街路樹等維持管理事業 事業推進

運動施設等維持管理事業 事業推進

電気施設維持管理事業 事業推進

財産管理及び施設の使用許可等

の事務

事業推進

公園緑地の調整事務 事業推進

●公園緑地の適正な

維持管理

●公園施設の補修・更

新

●管理運営協議会や

愛護会との協働

●公園緑地の維持管

理

●公園施設の補修・更

新

●管理運営協議会や

愛護会との協働

●管理運営協議会設

置公園数474公園

●公園愛護活動の魅

力発信と管理運営協

議会等の設置の促進

公園緑地のより効果的・効率的な管理に向け、指定管理者制度の導入拡大に向けた課題整理

等を進めます。

事業概要

公園利用の活性化と地域住民相互の交流のため、イベントを実施するほか、公園内のホームレ

スへの対応を図ります。

都市公園法等に基づき、公園内の許認可事務を適正に執行します。

公園緑地内の安全性、利便性の確保を図るため、公園灯、時計、ナイター照明など電気設備の

維持管理を進めます。

「緑のボランティアセンター」の運営支援を行い、緑のボランティア団体の技能向上や連携促進

を図ります。

交通障害の緩和、街路景観の向上など、良好な都市環境を確保するため、維持管理の充実を

図ります。

運動施設の利便性の向上に向け、適切な維持管理を行います。

事業推進

事業名 現状
事業内容・目標

事業推進

 
 

③ 市民との協働による身近な公園緑地等の育成 
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【基本施策 Ⅳ－3－(4)】都市農地の多面的な機能の活用 

 

 

 

 

 

 

■現状と課題 

●市内の農地が減少している中で、良好な環境

を保全し、うるおいのある市民生活を実現す

るとともに、都市農業を振興し、地域の活性

化に向けた検討や都市農地の保全・活用に取

り組む必要があります。 

 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●黒川地区大型農産物直売所「セレサモス」を

活用した地域特産物の販売・ＰＲや、直売所

内に設置した「農業情報センター」において、

農に関するイベントの開催などの食と農につ

いての情報発信を、JA セレサ川崎と共同で

行います。 

●黒川地区において、農業公園用地として取得

した土地を活用して、里地里山活動の拠点と

して研修やグリーン・ツーリズムのイベント

に利用するため、必要な整備や管理を行いま

す。 

●明治大学黒川新農場（仮称）が2012年度に

開場することから、産学公の連携によるイン

ターンの受け入れ、共同研究の実施などの連

携事業を推進します。 

●岡上地区では、グリーン・ツーリズムなど、

観光農業の普及等を行い、持続的な営農団地

の運営を図ります。 

●早野地区については、地域活性化策としてハ

ーブ振興事業を実施し、試験栽培から販路の

検討などをモデル的に行うとともに、地元農

業者等による「早野地区の地域活性化に向け

た検討委員会」を開催し、新たな取組につい

て検討します。また、活性化計画案の策定に

向けて引き続き地元関係者との調整を行いま

す。

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

農業公園・交流促進型地域農業

活性化事業

麻生区の地域資源を活かしてグ

リーン･ツーリズムを推進し、都市

農業及び地域の振興を図るととも

に、市民へ「農」とのふれあいの場

を提供します。

●グリーン・ツーリズム

計画の変更（案）策定

の検討

●里地里山用地の取

得

●明治大学農学部・川

崎市による黒川地域

連携協議会の運営に

よる連携の推進

●明治大学黒川新農

場（仮称）建設に向け

た協議・調整・工事着

手

●黒川地区大型農産

物直売所セレサモスを

活用した市民交流型

農業の推進

●グリーン・ツーリズム

計画変更知事法定協

議

●グリーン・ツーリズム

実施計画策定

●ホームページを用い

た情報発信と管理

●里地里山用地の整

備・管理、里地里山用

地の活用、里地里山

等利活用実践活動に

よる人材育成

●明治大学農学部・川

崎市による黒川地域

連携協議会の運営と

専門部会による連携

の推進

●明治大学農学部黒

川新農場（仮称）の整

備推進

●農業情報センターに

おけるイベント等の開

催

事業推進

事業名 現状
事業内容・目標

●補助事業採択、事

業実施（実施設計等）

　岡上：交流拠点施設

          等の実施設計

●里地里山用地の整

備・管理、里地里山等

利活用実践活動によ

る人材育成

●明治大学農学部黒

川新農場（仮称）開場

●事業実施（工事、実

施設計）

　岡上：交流拠点施設

          等の工事着手

　黒川：散策道・水路

           整備の実施

           設計

●明治大学農学部黒

川新農場（仮称）の公

開エリアを活用した公

開講座等の支援

 
 

① 都市農地の保全と活用 

【基本施策 Ⅳ－3－(4)】都市農地の多面的な機能の活用 

360



【基本施策 Ⅳ－3－(4)】都市農地の多面的な機能の活用 

 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

都市農地保全･活用事業

災害時における市民の一時避難

場所の確保や遊休農地解消等を

進めます。

農業振興地域整備計画管理事業

（再掲）

整備計画に基づく農用地区域の

適正管理を行います。また早野地

区農業振興地域内の活性化に向

けた取組を行います。

事業名 計画期間の取組

生産緑地地区指定推進事業 事業推進

事業推進●「農業振興地域整備

計画」に基づく農用地

区域の適正管理

●農業振興地域の活

性化の推進

　①地元農業者等に

　よる早野地区の地

   域活性化に向けた

   検討委員会の設置

   ・運営

　

  ②活性化計画素案

　策定に向けた地元

  農業者との調整

　③法的規制緩和策

　等について県との

  協議・調整

●「農業振興地域整備

計画」に基づく農用地

区域の適正管理

●農業振興地域の活

性化の推進

  ①地元農業者等によ

  る早野地区の地域

  活性化に向けた検

  討委員会の運営

 

　②活性化計画策定

  に向けた地元農業

  者との調整

  ③法的規制緩和策

  等について県との

  協議・調整

●「農業振興地域整備

計画」に基づく農用地

区域の適正管理及び

計画の定期変更

●農業振興地域の活

性化の推進

  ①地元農業者等によ

  る早野地区の地域

  活性化に向けた支

　援事業の状況と連

　動した検討委員会

　の運営

●「農業振興地域整備

計画」に基づく農用地

区域の適正管理

●農業振興地域の活

性化の推進

  ①検討委員会での

  意見を踏まえた地

  域活性化へ向けた

　事業の推進

　②活性化計画策定

  に向けた方針の策定

事業推進

事業名 現状
事業内容・目標

市街化区域内農地の良好な保全を実施するため、生産緑地地区の指定・変更等を行います。

事業概要

●早野地区周辺ハー

ブ振興に係る調査

●遊休農地の解消に

係る啓発活動

●早野地区の地域活

性化策として試験栽培

から販路の検討など

ハーブ振興事業の推

進

●遊休農地の解消に

係る啓発活動等

  ①地力増進作物の普

     及活動

  ②不法投棄物件の回

     収等

●市民防災農地の登

録の推進

●生産緑地地区指定

推進

●自主的栽培に向け

た支援
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【基本施策 Ⅳ－3－(4)】都市農地の多面的な機能の活用 

 

 

 

 

■現状と課題 

●｢土」に親しみ「農」とふれあうという市民ニ

ーズに応え、多くの市民が生活の中で「農」

を知り｢農」を体験できる環境を整える必要が

あります。 

●また、農地と住宅が隣接した都市農業におい

て、市民の農業・農地への理解を深め、市民

が本市の農業を支える営農環境の向上を図る

必要があります。 

 

■計画期間(2011～2013 年度)の取組 

●多くの市民が「農」に係わり「農」の恵みを

享受できる環境を提供していくために、市開

設型の市民農園（７か所）の維持管理を行い

ます。 

●農業者が開設し、指導が受けられる体験型農

園、長期の農体験ができる市民ファーミング

農園などの普及・開園を行います。 

●市民が花と緑に親しむとともに花や緑に囲ま

れた快適なまちづくりを推進するため「花と

緑の市民フェア」を開催するとともに、市民

の「畜産」を身近に感じてもらい畜産物の消

費、普及を推進するため「畜産まつり」を開

催します。 

 

■具体的な事業と事業内容・目標 

2011年度 2012年度 2013年度 2014年度以降

市民農体験推進事業

農業者と連携して市民が「農」にふ

れる場づくりを推進します。

市民交流農業推進事業

農業イベントや「農」に関する情報

発信を行い、市民が「農」を知る機

会を提供します。

●市が開設する市民

農園の維持管理

●農業者が開設する

体験型農園の新設

●農業者が開設する

市民ファーミング農園

の普及

●市開設型市民農園

の維持管理(7農園）

●農業者が開設する

体験型農園の新設

●長期の農体験がで

きる市民ファーミング

農園の普及・開園指導

●花と緑の市民フェア

の開催

●川崎市畜産まつりの

開催

●花と緑の市民フェア

の開催

●川崎市畜産まつりの

開催

事業名 現状
事業内容・目標

事業推進

事業推進

 
  

② 市民が農に親しむしくみづくり 
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